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本準備書面では，本件原発の基準地震動が過小評価であることを論じる。 

なお，地震動ないし基準地震動に係る基礎的な知識や用語の解説は，本準備書面では大

幅に割愛している。基準地震動の基礎的知識等については，本訴(御庁平成２３年(ワ)第１

２９１号事件等)の原告ら準備書面(４２)や内山茂樹「原発 地震動想定の問題点」（甲Ｂ

５０）等を参照されたい。 
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第１ 世界最悪クラスの「地震付き原発」 

１ 地震大国・日本 

   日本列島は，太平洋プレート，フィリピン海プレート，ユーラシアプレート，

北米プレートという４つのプレートがせめぎ合う境界線上に位置し，世界有数の

地震多発地帯となっている。日本列島は地球の表面積のわずか０．３％足らずだ

が，その範囲内で地球の地震の約１割が発生する。下図の通り，１９９０年から

約１０年間で発生したマグニチュード４．０以上，深さ１００ｋｍ以下の地震を

世界地図に黒点でプロットしていくと，日本列島が見えなくなる程である（甲Ｂ

５１「原発を終わらせる」１１５頁）。 
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   この地震列島に，１７箇所の商業用原子炉（前記地図赤点）があって，５４機

の発電用原子炉が存在する（２０１１年５月末現在）。かような地震多発地帯に多

くの原子炉を建設している国は他国において例がない。神戸大学名誉教授の石橋

克彦氏（地震学）が警鐘を鳴らす通り，日本の原発は「地震付き原発」であり，

Ｍ４以上の地震がほとんど起きないヨーロッパやアメリカ中～東部などの原発と

は根本的に地震に対するリスクが違うのである。 
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http://historical.seismology.jp/ishibashi/opinion/110523namazu_genpatsu.pdf 

 

   この地震大国・日本の原発において，「世界最高水準」はもとより，「世界水準

並」の耐震安全性を確保しようと思うならば，余程慎重に地震のリスクを検討し

万全の備えをしなければならないであろう。しかし残念ながら，債務者にはその

ような慎重さが著しく欠けている。その結果，本件原発の地震に対するリスクは，

ほぼ間違いなく世界最悪クラスである。 

２ 世界最悪クラスの「地震付き原発」 

   本件原発は，敷地近傍に世界最大級の活断層である中央構造線断層帯がある。この

活断層は，債務者も認める通り，単に長いだけでなく，周辺の歪み蓄積速度が特に大

きく（甲Ａ５８・１５，１６頁），活動度が高い。新規制基準では断層の活動性評価の上

では４０万年前のものまで考慮することになっている上，国内の主要活断層の活動間

http://historical.seismology.jp/ishibashi/opinion/110523namazu_genpatsu.pdf
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隔も多くは数万年に１回と想定される中，中央構造線断層帯は１０００年から２９０

０年に１回という高頻度での活動が見込まれている。 

しかも本件原発は，近い将来にほぼ確実に発生すると予想される南海トラフ地震の

最大ケースの震源域に入っている上，海洋プレート内地震のリスクがかなり高い領域

にも当たる。日本全国どこでも地震のリスクは高いが，３つも具体的な地震リスクが

重なった原発はおそらくない。 

だが，本件原発の地震に対するリスクが世界最悪クラスであるもっとも大きな理由

は，立地の問題ではなく，債務者において，これらの震源から発生すると予想される

地震動（揺れ）を，著しく過小評価していることにある。日本の原子力事業者は，総

じて欧米よりも設計基準地震動の設定が過小であるが，その中でも特に債務者の評価

は甘い。 

   次の図は，東井怜氏が，２００５年「全国を概観した地震動予測地図」（文部科学省

地震調査研究推進本部）における「向こう３０年間に３％の可能性」とはじき出され

た最大速度値を赤い棒グラフ，当時の基準地震動を青い折れ線グラフにしたものであ

る。「全国を概観した地震動予測地図」には最大加速度の表示がないため，東井は最大

速度値を用いている。 
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【甲Ａ５９原発の不都合な関係～強震動予測を巡って～」７４頁】 

 

この図で見ると，日本の原子力発電所では，浜岡，伊方，女川の順で，２００５年

当時から強い揺れが予測されており，設計用地震動との乖離も際だっている。 

 基準地震動は，現行規制上の設計用地震動であり，原子力発電所を建設する際の耐

震設計の基準になる強震動のことで，設置場所で予想される揺れ（加速度）のことで

ある（後出甲Ａ１６４「原発の基準地震動と超過確率」）。基準地震動を超過しなくても重大

事故に発展する可能性はゼロではなく，基準地震動を超過しても必ず重大事故となる

訳ではないが，基本的に基準地震動が出来るだけ余裕を持って設定されている原発の

方が地震に強い。 

   福島原発事故を経た後の再稼働（設置変更許可等）申請において，浜岡原発の基準

地震動は最大２０００ガル（甲Ａ６０「浜岡原子力発電所 基準地震動の策定（概要）につい

て」５０），女川原発は最大１０００ガル（甲Ａ６１「女川原子力発電所２号機新規制基準適

合性審査における基準地震動の追加評価について」）と，なお不十分ではあるが，ある程度の

余裕がある水準までは引き上げられた。柏崎刈羽原発の基準地震動は，新潟県中越沖

地震を機に，福島原発事故前から最大２３００ガルまで引き上げられている（甲Ａ６２

「柏崎刈羽原子力発電所における基準地震動について（概要）」）。ところが債務者が本件原

発の再稼働を申請した際の基準地震動は，従前から引き上げられておらず，５７０ガ

ルでしかなかった。適合性審査を経て引き上げを余儀なくされたものの，それでも最

大６５０ガルに過ぎない。これは，大津地裁平成２８年３月９日決定において，基準

地震動の過小評価を理由に運転を差し止められた高浜原発３，４号機の７００ガルよ

りも，小さい。 

   しかも本件原発は，ストレステスト一次評価において，クリフエッジ 1はわずかに

                                            
1 地震についてのクリフエッジとは，それを超えると安全上重要な設備に損傷が生じ

るものがあり，その結果，燃料の重大な損傷に至る可能性が生じると，電気事業者が

自認している地震動レベルのことである（福井地裁平成２６年５月２１日判決４４頁
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８５５ガル（基準地震動Ｓｓ５７０ガルの１．５倍）と報告されている（甲Ａ６３「四

国電力伊方発電所 3 号機の安全性に関する総合評価（一次評価）に関する審査書」３９頁）。

福島原発事故後に再稼働した原発のクリフエッジを列記すると，大飯原発３，４号機

は１２６０ガル，川内原発１号機は１００４ガル，同２号機は１０２０ガル，高浜原

発３，４号機は９７３．５ガルである。本件原発は，地震に対する裕度の少なさとい

う点でもワーストクラスである。 

   地震は，一部の地域を除き大規模なものが滅多に発生しない米国においてさえ，原

子力発電所にとって大きな脅威と認識されており，多くのプラントで１０－５/炉年オ

ーダーの炉心損傷頻度が推定されている（甲Ａ６４の１「佐藤暁意見書 分冊Ⅰ」１０頁）。

原子力コンサルタントの佐藤暁氏は，日本の原発にとっての耐震問題は，最強で難攻

不落の「レガシー・イシュー」であるとしており（甲Ｂ５２），地震多発国である日本

の原発にとって，地震はもっとも重大な脅威となり得る外部事象である。 

   本件原発の耐震設計について抜本的な見直しがなされない限り，債権者らの人格権

侵害のおそれは否定できず，本件原発の再稼働は認められるべきではない。 

 

第２ 基準地震動が過小評価される理由とあるべき司法審査 

１ 地震の科学には限界があること 

  (1) 纐纈教授らによる鼎談 

このように過小な地震動評価が適合性審査を通過してしまう原因の１つは，現在

の地震学ないし地震工学に将来発生する地震動を予測する力がなく，事業者が申請

する基準地震動が過小評価であることを確実な根拠をもって論証することが困難

なことにある。 

岩波書店の雑誌「科学」2012年 6月号（「地震の予測と対策：『想定』をどのように活

かすのか」・甲Ｂ５３・６３６頁）に掲載された，岡田義光・防災科学研究所理事長，

                                                                                                                                       
（甲Ｂ１）参照）。 
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纐纈一起・東京大学地震研究所教授，島崎邦彦・東京大学名誉教授（元原子力規

制委員会委員長代理）の鼎談では，纐纈教授と岡田教授の以下の発言が掲載され

ている。 

 

「纐纈 地震という自然現象は本質的に複雑系の問題で，理論的に完全な予測をするこ

とは原理的に不可能なところがあります。また，実験ができないので，過去の事象に学

ぶしかない。ところが地震は低頻度の現象で，学ぶべき過去のデータがすくない。私は

これらを『三重苦』と言っていますが，そのために地震の科学には十分な予測の力はな

かったと思いますし，東北地方太平洋沖地震ではまさにこの科学の限界が現れてしまっ

たと言わざるをえません。そうした限界をこの地震の前に伝え切れていなかったことを，

いちばんに反省しています。 

編集部 限界があるとして，どういう態度で臨むべきでしょうか。既往最大に備えるこ

とになりますか。 

岡田  どれくらいの低頻度・大事象にまで備えるかという問題になります。1000年に

一度，１万年に一度と，頻度が１桁下がるごとに巨大な現象があると考えられます。大

きなものに限りなく備えるのは無理ですから，どれくらいまで許容するかになります。

日常的に備えるのは，人生の長さから考えると，100～150年に一度のＭ8くらいまでで，

Ｍ9 クラスになると，ハードではなくソフト的に，避難などの知恵を働かせるしかない

のではないでしょうか。 

編集部 原発の場合にはどうお考えになりますか。 

岡田  施設の重要度に応じて考えるべきですから，原発は，はるかに安全サイドに考

えなければなりません。いちばん安全側に考えれば，日本のような地殻変動の激しいと

ころで安定にオペレーションすることは，土台無理だったのではないかという感じがし

ます。だんだん減らしていくのが世の中の意見の大勢のようですが，私も基本的にそう

思います。 
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纐纈  真に重要なものは，日本最大か世界最大に備えていただくしかないと最近は言

っています。科学の限界がありますから，これ以外のことは確信をもって言うことがで

きません。しかし，全国の海岸すべてで日本最大の津波高さに備える経済力が日本には

ないだろうと考えています。そうするとどうするか。それは政治などの場で，あるいは

国民に直接決めていただくしかないであろうと思います。 

編集部 中越沖地震で号機ごとにゆれがかなり違っていましたが，地質の影響は本当に

あらかじめわかるのでしょうか。 

纐纈  前述のような科学のレベルですから，予測の結果には非常に大きな誤差が伴い

ます。その結果として，予測が当たる場合もありますし，外れる場合もあります。です

ので，その程度の科学のレベルなのに，あのように危険なものを科学だけで審査できる

と考えることがそもそも間違いだったと今は考えています。」 

 

また，同じ鼎談の中で，島崎邦彦氏（原子力規制委員会委員長代理）は，「平均像

のようなものを見ていることになります。解像度を一生懸命よくしようとしています

が，ほんとうに中で何がおきているのかには手が届いていない。」とも述べている(甲

Ｂ５３・６４２頁)。地震ないし地震動のメカニズムの解明には至っておらず，地震

データを収集しばらつきがある中で法則性を見つけていくものであるため，地震動を

予測する各種の手法は，基本的に平均像を求めるものに過ぎないということを意味し

ている。 

これらの発言は，地震の専門家にとっては当然のことを述べたにすぎないが，原発

の地震動想定の妥当性を考える上では，極めて重要な意味を含んでいる。 

地震の科学は，対象が複雑系の問題であるので，原理的に完全な予測が困難である

こと，実験のできるものではないので，過去のデータに頼るしかないが，起こる現象

が低頻度であるのでデータが少ないこと，これら「三重苦」によって，地震の科学に

は限界があるということである（纐纈）。 
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纐纈氏は，別の科学ジャーナルのインタビューで以下のようにも答えている（甲Ａ

６５・エルゼビアジャパン『特集：研究者インタビュー第８回 東京大学 纐纈一起

教授』１頁）。 

 

「地震は物理学的に言うと岩盤と岩盤が擦れあう現象です。もっと端的に言うと，

岩盤が破壊する現象です。物が壊れる現象は，基本的に予測が非常に難しいのです。

例えばガラスをガンと叩いたときに，どういう形でひびが入って割れるかは，現状

の科学では予測できないことです。決定論的に予測することは原理的に難しい面が

あるのです。 

たまたまうまくいくことはありますが，実用に耐え得る程度にうまくいくこと

は，私の個人的な考えでは，おそらく本質的に不可能だと思います。」 

  「（関東大震災クラスの地震が数十年以内に起きるかどうかについて結局分から

ないのかという質問に対し）確定的なことは何も言えないです。研究者として非

常に恥ずかしいことですが，こういうときこそ皆さんに正直に情報を提供しなけ

ればいけないと思います。」 

 

ここでは，単に「データ不足」「複雑系」というだけでなく，地震が岩盤の破壊現

象であるという性質に起因して，予測が極めて困難であり，確定的な予測は不可能で

あるということが述べられている(同旨甲Ａ６６，６７)。 

また，頻度が１桁下がるごとに大きな現象があると考えられるとされている（岡田）。

これも地震学における一般的な考え方で，たとえば「地震学の巨人」と称される金森

博雄氏著『巨大地震の科学と防災』（甲Ａ６８・１７４頁）には，「ある地域で将来，ど

んな地震が起こりうるかを考えるとします。一般に大きな地震ほど発生確率は低いと

考えられます。逆に確率をどんどん小さくしていけば，考えられる地震はどんどん大

きくなります。」と記載されている。原発が１万年に１回以下の地震に備えなければ
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ならないのは当然であるが，千年に１度程度の地震をも「想定外」にしてしまうのが

地震学の実力であり（甲Ａ６９・岡村眞「南海トラフ沿いの津波堆積物から考える巨大地震と

原子力発電所」），１万年に１回以下の大地震をある程度確実な根拠をもって予測する力

は，地震の科学にはない。 

したがって，纐纈教授によると，原発のように真に重要なものは，既往の日本最大

か世界最大で備えるしかない。我が国の地震観測網で観測された地震動に関してだけ

言っても，１９９５年以降という極めて短い期間で，２００８年岩手・宮城内陸地震

の地表上下動３,８６６ガル（地中南北動１，０３６ガル）となり（甲Ｂ５４「平成２０

年（２００８年）岩手・宮城内陸地震において記録されたきわめて大きな強震動について」），原

子力発電所の解放基盤表面はぎとり波だけに限っても，２００７年新潟県中越沖地震

の際に柏崎刈羽原発１号機で観測した１，６９９ガルということになる（甲Ｂ５５「柏

崎刈羽原子力発電所に耐震安全性向上の取り組み状況」３頁）。いずれにせよ本件原発の基準

地震動やクリフエッジは大幅に上回る。 

しかしこれも僅かな観測期間の最大値に過ぎないため，近い将来これを上回る地震

動が発生する可能性は否定できない。岡田氏が言うように，いちばん安全側に考えれ

ば，日本のような地殻変動の激しいところで原発を安定的に運転することは一切でき

ないということになろう。 

この纐纈教授の「三重苦ゆえに地震の科学には十分な予測の力がない」との指摘，

岡田防災研理事長の「頻度が１桁下がるごとに大きな現象があると考えられる」との

指摘，島崎元規制委員会委員の「平均像のようなものを見ていることになります。解

像度を一生懸命よくしようとしていますが，ほんとうに中で何がおきているのかには

手が届いていない。」との指摘は，まったく否定しようがないものである。 

 (2) 大飯判決の判示 

大飯原発についての福井地裁平成２６年５月２１日判決（以下「大飯判決」と

いう。）（甲Ｂ１・４４頁）においては，以下のように現在の地震科学における予測
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の限界について判断がされており，その認定の正しさについては纐纈教授，泉谷

恭男信州大学名誉教授ら地震学者にも支持されている（後出甲Ａ１７２「日本地震学

会の改革に向けて：「行動計画２０１２」の社会的意義」，甲Ａ７０「事情聴取書」）。本件

においても十分に参照されるべき判示である。 

 

我が国の地震学会においてこのような（注：１２６０ガルを超えるような）規

模の地震の発生を一度も予知できていないことは公知の事実である。地震は地下

深くで起こる現象であるから，その発生の機序の分析は仮説や推測に依拠せざる

を得ないのであって，仮説の立場や検証も実験という手法がとれない以上過去の

データに頼らざるを得ない。確かに地震は太古の昔から存在し，繰り返し発生し

ている現象ではあるがその発生頻度は必ずしも高いものではない上に正確な記録

は近時のものに限られることからすると，頼るべき過去のデータは極めて限られ

たものにならざるを得ない。 

…大飯原発には１２６０ガルを越える地震は来ないと確実な科学的根拠に基づ

く想定は本来的に不可能である。 

 

高浜原発についての福井地裁平成２７年４月１４日決定（平成２６年 (ﾖ) 第３

１号）でもこれとほぼ同じ判示がなされている（甲Ｂ７）。 

さらには大津地裁平成２６年１１月２７日決定（平成２３年（ヨ）第６７号）（甲

Ｂ５６）においても，「自然科学においてその一般的傾向や法則性を見いだすため

にその平均値をもって検討していくことについては合理性が認められようが，自

然災害を克服するため，とりわけ万一の事態に備えなければならない原発事故を

防止するための地震動の評価･策定にあたって，直近のしかも決して多数とはいえ

ない地震の平均像を基にして基準地震動とすることにどうような合理性があるの

か。」「（地震学は）研究の端緒段階にすぎない学問分野であり，サンプル事例も少
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ないことからすると，着眼すべきであるのに捉えきれていない要素があるやもし

れず，また，地中内部のことで視認性に欠けるために基礎資料における不十分さ

が払拭できない」と，大飯判決とほぼ同じ趣旨のことが述べられている。 

 

 ２ 基準地震動が過小評価される理由 

  (1) １０年で５回(ないし８回)の想定越え 

将来発生する可能性がある最大の地震動を精度よく予測する方法がないので

あれば，万が一の深刻な事態を避けるべき原発の耐震設計においては，考えら

れる方法で出来るだけ余裕をもって設計用基準地震動を定めるべきであった。

だが，日本の原子力事業者にも規制当局にも，そのような姿勢はほぼ皆無であ

った。 

新規制基準策定前において，日本の１７箇所の原発の内，観測された最大地

震加速度が設計上想定された地震加速度を超過する事例は，６年足らずの間に

少なくとも以下の４地震５ケースに及んでいる 2。 

記 

    ① 平成１７年８月１６日 

       宮城県沖地震 

       女川原発 

     ② 平成１９年３月２５日 

       能登半島地震 

       志賀原発 

     ③ 平成１９年７月１６日 

                                            
2 ここでは国会事故調にならい，少なくとも４地震５ケースとしたが，平成２３年３

月１１日福島第二原発，同年４月７日女川原発，同日東海第二原発でも，想定を上回

る地震動が観測されたと見ることができる（甲Ａ１３「平成２３年東北地方太平洋沖地震の

知見を考慮した原子力発電所の地震・津波の評価について～中間とりまとめ～」平成２４年２月

２０日原子力安全・保安院）。そうすると，５地震８ケースとなる。 
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       新潟県中越沖地震 

       柏崎刈羽原発 

     ④ 平成２３年３月１１日 

       東北地方太平洋沖地震 

       福島第一原発 

     ⑤ 平成２３年３月１１日 

       東北地方太平洋沖地震 

       女川原発 

 

このような超過頻度は異常であり，超過確率を１万年に１回未満として設定

している欧州主要国と比べても，著しく非保守的である実態が示されている

（甲Ｂ４「国会事故調」１９３頁）。 

   (2) 伊方原発設計基準地震動の推移 

伊方原発の耐震設計基準について見てみると，１号機及び２号機設置当時，

債務者は，活断層から地震が発生するという，現在では定説だが当時はまだ定

説ではなかった見解を否定し，設計用最大加速度を僅かに２００ガルとしてい

た。１９７８年（昭和５３年）に耐震設計審査指針（「旧指針」）が定められた

が，債務者は本件原発（３号機）の１９８４年（昭和５９年）における設置変

更許可申請において，設計用最強地震Ｓ１を２２１ガル，設計用限界地震Ｓ２

を４７３ガルにとどめた。１９９６年（平成８年）に岡村眞・高知大学教授が

敷地直近の活断層である中央構造線の存在を明らかにすると，債務者はＳ１の

みを３５０ガルに引き上げただけで，Ｓ２はそのままにした。２００６年（平

成１８年）の耐震設計審査指針改訂に伴う２００８年の耐震安全性中間報告（耐

震バックチェック）で，債務者は基準地震動Ｓｓを５７０ガルまで引き上げる

ことを余儀なくされた（債務者が継続的に設計用地震動を過小評価してきたことは甲Ｂ
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５７参照）。そして，福島原発事故と適合性審査を経た現在でも，最大６５０ガ

ル止まりなのである。 

このように，債務者をはじめとした日本の原子力事業者は，将来発生する最

大の地震動を精度よく予測する方法は存在しないにもかかわらず，設計の基準

となる地震動を初めから十分な余裕を持って設定するようなことはせず，出来

るだけこれを小さくとどめ，地震動を大きくするような調査は行わず新しい知

見は極力無視し，基準地震動を引き上げざるを得ない状況に追い込まれてから

初めて，その時々に合わせて弥縫策的に基準地震動を引き上げて来た。６年足

らずの間に５回(ないし８回)程度超過するのは必然であるといわなければなら

ない。 

初めから十分な余裕をもった基準地震動を事業者が設定しない理由は明白で

ある。基準地震動が大きくなると，耐震安全性の確認や耐震補強工事などのコ

ストがかかるため，可能な限り基準地震動を低いままにとどめることが，（事故

が起きない限り）経済合理性に適うからである。 

  (3) 「虜」となった規制機関の専門家 

事業者がいかに基準地震動を過小に設定していても，規制当局が適切にこれを

監督していれば，６年足らずの間に５回(ないし８回)も超過するようなことはな

かったはずである。しかし日本の規制当局は，「深刻な事態が万が一にも生じない

よう十分な審査をする」という最高裁から明示的に課された責務を放棄して事業

者の「虜」に成り下がっており，規制機関としての体を成していなかった（甲Ｂ４

「国会事故調」４１，４４９頁）。 

       ２００１年から２０１２年まで原子力安全委員会専門委員を務めてきた経歴

を持つ入倉孝次郎・京都大学名誉教授は，新聞社のインタビューで，「基準地

震動はできるだけ余裕を持って決めた方が安心だが，それは経営判断だ。四

電は５７０ガルに関して原子炉や建屋，配管など数千～１万箇所をチェック
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した。基準地震動を上げれば設備を全て調べ直さなければいけないので大変

だろう」（甲Ａ２１）と述べ，基準地震動は事業者の経営判断で決まり，規制に

参加した強震動の専門家としても事業者の立場を慮ってきたことを事実上認

めた 3。電力業界は強い政治力と資金力を持って行政に干渉し，原発の規制に

かかわる地震の専門家と面談するたびに，「技術指導料」（謝礼）を渡す慣習

を長年続けてきた（甲Ａ７２「電気業界が地震リスク評価に干渉した４つの事例」）

ことも，規制に参加した専門家たちが事業者の立場を慮っていたことと無関

係ではないであろう。 

             また原発耐震に関わってきた香川敬生・鳥取大大学院教授（地震工学）は

「地震波などの記録は長く見ても１００年分しかない。そのデータから１０

万年，１００万年のことは分からない。でも，エネルギーのよりどころが他

になかったから，分からなくても判断せざるを得ず，原発を動かしてきた」

と述べる（甲Ａ７３毎日新聞２０１６年２月１０日「時代遅れの『危険無視』？」）。

国策に寄り添い，エネルギー政策という，自身の専門分野を「踏み越え」た

価値判断の下に，耐震審査を実施していたということである 4。科学専門家

の「踏み越え」に対する無自覚や，「踏み越え」を許容する社会，及び意図せ

ざる「踏み越え」が福島原発事故の要因となったことについて，尾内隆之・

本堂毅「御用学者がつくられる理由」（甲Ａ７４・２６頁）に記されている。地

震などの自然現象に係る科学には限界があり特に不確実性が大きいことも，

「踏み越え」が横行した背景にある。 

経産省の総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会耐震・構造設計小委

                                            
3 「科学」2012年 8月号掲載の「電力会社の「虜」だった原発耐震指針改訂の委員たち」

（甲Ｂ５８）では，耐震設計審査指針改定に参加した専門家を事業者が取り込んで「虜」と

しており，耐震安全性を疎かにしてきた実態が記載されている。国会事故調(Ｂ４)４６４

頁以下「東電・電事連の『虜』となった規制当局」も合わせて参照されたい。 
4 東京電力の津波想定に深く関わった東北大学名誉教授の首藤伸夫氏（津波工学）も，

株主総会での説明や国のエネルギー事情を慮っていたことを語っている（甲Ｂ５９「原
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員会で委員を務め，原子力規制にたずさわった経歴のある泉谷恭男教授は，日本

地震学会への投稿で，「（１万年に１回以下のはずの現象がここ１０年間で４回

も）起きるのは，事情を知りさえすれば当たり前のこと」「基準地震動Ａなるも

のは『科学的真理』（『科学的最大限』）などではなく，『原発審査のための基準

（班目元委員長のいう「割り切り」）』というに過ぎない」「これは国の政策との

関連においてなされる仕事である」等と述べ，原発推進政策のために基準地震動

を恣意的に評価してきた原子力行政の内幕を暴露している（後出甲Ａ１６６「浜田

信生『原発の基準地震動と超過確率』に関連して考えたこと」）。泉谷教授は，福島原発事

故前に任期途中で委員を辞職している（甲Ａ７５）が，泉谷教授は委員辞任直後，

「『常識破り』と『常識外れ』」（甲Ａ７６）という小文を日本地震学会に投稿し，

原発の安全審査で「常識外れ」が横行していることを遠回しに批判した。深刻な

災害を万が一にも起こらないようにするという本来の職務に忠実に取り組もう

とする専門家が委員を続けられないのが，日本の原子力行政の体質であった。 

   (4) 変わらない事業者・規制当局の体質 

このような事業者，規制当局等の体質は，一朝一夕に改められるものでは

ない。 

原子力規制委員会で新規制基準策定に関わった藤原広行・防災科学技術研

究所主任研究員は，「基準地震動の具体的な算出ルールは時間切れで作れず，

どこまで厳しくするかは裁量次第になった。揺れの計算は専門性が高いので，

規制側は対等に議論できず，甘くなりがちだ」「今の基準地震動は，一般的に，

平均的な揺れの１．６倍程度」（甲Ａ１２毎日新聞２０１５年（平成２７年）５月

７日）と述べている。新規制基準施行後も，どこまでの揺れを想定すべきな

のかという基準は曖昧なままで，実質的に事業者の裁量，つまり経営判断で

基準地震動が決まってしまう審査の実態は，福島原発事故前と変わっていな

                                                                                                                                       
発と大津波 警告を葬った人々」４２頁）。 
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い。 

共同通信は震災５年を機に，地震や火山の研究者を対象とするアンケート

を実施したところ，回答を寄せた２７人の研究者のうち，「日本の防災は震災

後変わったか」という問いに対しては，８９％が「変わっていない」と回答

し，「原子力規制はどう在るべきか」という問いに対しては，７７％が「強化

すべきだ」（「今のままでよい」４％，「緩和すべきだ」４％，「分からない」

１５％）と回答した。さらに，福島原発事故のように，地震や津波と原発事

故が複合する「原発震災」が再び起きるとする回答は，６０％超に当たる１

８人に上った（甲Ａ７７静岡新聞平成２８年３月２０日付）。 

基準地震動については，かつても今も，科学的専門技術的見地から万が一

の深刻な事態が生じないよう十分な審査を経ているとは到底言えない状況で

あるから，裁判所としても，規制委員会の審査を通過した事実のみをもって，

基準地震動が妥当であるとの推定を及ぼすような，原発差止裁判でしばしば

見られてきた司法判断の枠組みを採るべきではない。 

  ３ 東北地方太平洋沖地震は「想定外」だったのか 

     東北地方太平洋沖地震や福島原発事故は「想定外」だったというのが東京電力の

見解であり，地震学者の間でもそのような考え方が大勢のようである（甲Ａ７８「地

震学の今を問う」；９頁「Ｍ９を想定するために何が欠けていたのか？今後どうすれば良いの

か？」，１２５頁「東北地方太平洋沖地震をなぜ想定できなかったのか－これからの地震学に向

けた問題点の洗い出し－」）。しかし，福島原発事故を引き起こすような大規模な地震

や津波が科学的に予測不能であったということはない。 

２０世紀半ば以降だけでも，１９６０年のチリ地震（Ｍｗ９．５），１９６４年

のアラスカ地震（Ｍｗ９．２），２００４年スマトラ沖地震（Ｍｗ９．３）と，環

太平洋ないしその周辺の地域で，Ｍ９を超える超巨大地震や津波がたびたび発生

しており，常識的に考えれば，複数のプレートに挟まれた地震多発国である日本
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で，このような規模の地震等が起きないということはあり得ない。 

       島崎邦彦元原子力規制委員会委員は，仮にＭ９の超巨大地震は想定できなくて

も，２００２年に公表された地震調査研究推進本部地震調査委員会（以下「推本」

ともいう。）の長期評価を用いていれば，福島原発に敷地高を大きく上回る津波は

予測可能であったこと，それができなかった原因の１つは中央防災会議で「大勢に

押し切られ」推本の見解が排除されてしまったことにあると述べている（甲Ｂ６０

「予測されたにもかかわらず被害想定から外された巨大津波」）。 

     また，池田安隆東京大学教授は，遅くとも１９９６年当時から，日本海溝沿い

で大きな歪みが蓄積されており，この歪みを解消する巨大地震発生の可能性を繰

り返し指摘していた（甲Ａ７９，８０）。 

     共同通信が実施した前記アンケートでは，回答を寄せた２７人のうち，マグニ

チュード９のような巨大地震について「科学的に予測可能だった」とするのが１

６人となり，「不可能だった」という７人を大きく上回っている（甲Ａ７７）。 

     このように，東北地方太平洋沖地震とこれによる津波のような巨大災害を科学

的に予測することは可能であったにもかかわらず，それが原子力安全対策に活か

されなかった理由は，多くの専門家が短い期間のデータから導き出した限られた

知見にとらわれ，切迫感を持って巨大地震等の情報を発信することが出来ていな

かったことのみならず，非専門家（裁判所を含む）の方でも，警鐘を鳴らす知見

を傾聴してこなかったことに原因がある。 

     司法として福島原発事故の反省を真摯に踏まえるならば，仮に福島原発事故前

にこれを引き起こすような地震や津波のリスクが審理の対象となった場合，原発

の稼働を差し止められるような判断基準を定立しなければならない。そうである

とすると，特に地震等の不確定性の大きい分野については，仮に少数者の見解や

仮説段階の見解であるにせよ，安全側に働くような見解については，これを特段

の合理的な理由なく排除していないかどうかにつき，慎重な審理，判断が要請さ
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れているというべきである。 

 ４ 基準地震動のあるべき司法判断の枠組み 

泉谷教授は，「科学者の役割は，例えば観測事実や曖昧さをきちんと示した上で

予測値を提供することであって，基準地震動Ａを決めるという社会的判断は科学

者の仕事ではない」（後出甲Ａ１６６）と述べている。現在の規制委員会は，（現

実には極めて不十分であるが）科学的技術的見地から規制基準適合性を審査する

機関でしかなく，社会的判断は行ってはいない。原発事故の悲惨さを踏まえての

規範的な判断は，裁判所にこそ求められているのであるが，東北地方太平洋沖地

震による原発事故という立法事実に基づいて改正された原子力関係法令の趣旨を

踏まえ，どのような基準地震動が，規範的に許容されるといえるかが問題となる。 

ＩＡＥＡの安全指針類ないし欧米各国の状況を見ると，基準地震動の年超過確

率は概ね１万年炉分の１以下にすることが求められている（後記第１０・３参照）。

改正された原子力基本法２条２項において確立された国際基準を踏まえることが

要請されるようになったことからすれば，我が国においても基準地震動の年超過

確率は，少なくとも１万年に１回以下にすることが法的に求められている。日本

の確率論的評価手法は未成熟であるから，司法においてこれを客観的な基準とし

て採用することは難しいであろうが，実質的に１万年に１回以下といえるような

十分保守的な基準地震動評価となっているかという点は重視されるべきである。 

基準地震動に係る新規制基準は基本的に決定論的評価手法を採用しており，確

率論的評価手法は補助的なものと位置づけられている。また債務者はそのホーム

ページにおいて，考えられる最大の地震動を想定して基準地震動を決定している

と述べ（甲Ａ８１），確率論には言及していない。そうである以上，基準地震動は

供用期間中において本件敷地に発生し得る最大の揺れを想定した上で評価される

べきであり，司法においても，基準地震動が適切妥当なものとなっているかどう

かについては，本件敷地に発生し得る最大の揺れを想定しているかどうかを基本
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的な判断基準に据えるべきである。 

だが実質的に１万年に１回以下を達成するためには，歴史上経験したことがな

いような巨大地震や猛烈な地震動があり得ることを肝に銘じなければならない。

さらに我が国は地震多発国であり，これまで原発の設計用地震動を過小評価して

６年足らずの間に４地震５サイト(ないし５地震８サイト)でこれを超過したこと

や，東北地方大洋沖地震を予測できなかったことにより福島原発事故を招いたこ

と等の事実を真摯に踏まえるならば，基準地震動は十分に余裕を持った評価とし

なければならず，僅かな過去の記録に依拠して，厳しい地震動をもたらす想定を

安易に「想定外」とすることは許されない。 

現在の地震に関する科学は未成熟であり，当該原発の運用期間中に発生し得る

最大の地震動を予測する実力も，当該地震動を超過する確率を算出する実力もな

いため，結局どの程度の不確実性や曖昧さを許容するかは司法による規範的判断

が求められるという他ないが，原子炉等規制法４３条の３の６第４項に根拠を置

く「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規

則」（以下単に「規則」ともいう。）やその解釈ないしこの趣旨に基づいて定めら

れた「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」（以下「審査ガイド」とい

う。）は，民事裁判においても一応の基準となり，これら規定に違反している場合

には，人格権侵害の危険性が事実上推認されるというべきである。改正された原

子力基本法２条２項は，確立された国際的な基準を踏まえるべきことを要請して

いるのであるから，ＩＡＥＡの安全指針類は民事裁判においても基準として参照

されなければならない。 

改正された原子力関係法令の趣旨は，一貫して安全の確保を最優先とすべき点

にあることや，改正された原子炉等規制法では大規模な自然災害に備えるべきと

されるようになったことからしても，地震に関する科学の不確実性から周辺住民

の生命，身体，財産等を原子力災害のおそれに晒すことは極力避けなければなら
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ないことはいうまでもない。大規模な地震に係る最新の知見についての妥当性の

検証のためには相当長期間を要すると考えられることからしても，基準地震動を

策定する上では，「通説」のみに依拠することなく，当該敷地にとってより厳しい

地震動評価をもたらすものであれば，成立することが否定できず，一応の科学的

合理性を有する見解である限り，万一の危険性を排除するため，事業者は積極的

に採り入れることが要請されている 5。 

司法においては，事業者が当該敷地にとって最大の地震動評価を行っているか

につき判断すべきであるが，その際には，安全性に係る資料の偏在の問題だけで

なく，原子力災害の甚大さから，「疑わしきは安全のために」という発想を採るべ

きである。前記各種の基準を踏まえた上で，低頻度の巨大事象に備える十分に余

裕を持った地震動想定となっていないことや，より厳しい地震動評価をもたらす

一応の科学的合理性を有する見解について，住民側から具体的な指摘がなされた

場合，事業者側において，当該想定が十分な余裕を持った想定となっていること，

ないし一応の科学的合理性を有する見解について恣意的に排除することなく正当

に評価したことを具体的に立証ないし疎明できない限り，当該地震動評価は不合

理なものと判断されるべきである。 

  

第３ 「震源を特定せず策定する地震動」について 

 １「震源を特定せず策定する地震動」とは 

  (1) 新耐震指針での規定 

「震源を特定せず策定する地震動」とは，新耐震指針で導入された概念であり，

旧耐震指針の解説でマグニチュード６．５の直下地震といわれていたものに相当す

                                            
5ドイツのヴィール判決では，「リスクの踏査及び評価における不確実性は，そこから

生ずる疑念の程度に応じて，十分に保守的な考察によって対応しなければならない。

その場合，行政庁は『通説』に依拠するのではなく，代替可能なすべての学問上の見

解を考察の対象としなければならない。」とされている（甲Ｂ５「北の大地から考える 放

射能汚染のない未来へ」３３頁）。 
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る（甲Ａ８２）。これについて，平成１８年に改訂された新指針（甲Ｂ６１）では，

「５ 基準地震動の策定」（３）において，次のとおり規定する。 

 

「震源を特定せず策定する地震動」は，震源と活断層を関連付けることが困難な過去

の内陸地殻内地震について得られた震源近傍における観測記録を収集し，これらを基

に敷地の地盤特性を加味した応答スペクトルを設定し，これに地震動の継続時間，振

幅包絡線の継時的変化等の地震動特性を適切に考慮して基準地震動 Ss を策定するこ

と。」 

 

さらに，その「解説」においては， 

 

「『震源を特定せず策定する地震動』の策定方針については，敷地周辺の状況等を十分

考慮した詳細な地震の全てを事前に評価しうるとは言い切れないことから，敷地近傍に

おける詳細な調査の結果にかかわらず，全ての申請において共通的に考慮すべき地震動

であると意味付けたものである。 

 この考え方を具現化して策定された基準地震動 Ss の妥当性については，申請時点に

おける最新の知見に照らして個別に確認すべきである。なお，その際には，地表に明瞭

な痕跡を示さない震源断層に起因する震源近傍の地震動について，確率論的な評価を必

要に応じて参考とすることが望ましい。」 

 

とされていた。 

(2) 新規制基準の規定 

   「震源を特定せず策定する地震動」についての基本的な策定方法は，新規制基準が

施行された後も変化はないが，細かい部分には若干の変化がみられる。 

２０１３年（平成２５年）７月８日，新規制基準である「実用発電用原子炉及
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びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」及び「実用発電用原

子炉及びその付属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」（甲Ａ８

３）（以下「解釈」という。）が施行された。このうち，審査基準を具体的に規定

するのは，後者の「解釈」であり，この「解釈」は「震源を特定せず策定する地

震動」につき別記２第４条（地震による損傷）５三において次のとおり規定する。 

 

上記の「震源を特定せず策定する地震動」は，震源と活断層を関連づけることが

困難な過去の内陸地殻内の地震について得られた震源近傍における観測記録を収集

し，これらを基に，各種の不確かさを考慮して敷地の地盤物性に応じた応答スペク

トルを設定して策定すること。 

 

この規定は，「震源近傍における観測記録を収集し，これらを基に・・・応答スペ

クトルを設定して策定する」とするものであるが，文言上も，収集した観測記録そ

のものを「震源を特定せず策定する地震動」とすることを規定するものではなく，

「これら（観測記録）を基に・・・応答スペクトルを設定して策定する」としてい

るのみである。そこで問題は，観測記録を基にどのように応答スペクトルを策定す

るかであるが，同規則が求めているのは「各種の不確かさを考慮」することである。 

 

この規則及び解釈をより詳しく規定した内規である，「基準地震動及び耐震設計

方針に係る審査ガイド」（甲Ｂ６２）の総則の中の 1.2 用語の定義には，下記のとお

り規定されている。 

 
すなわち，「震源を特定せず策定する地震動」は，敷地近傍においてどんなに詳細
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に調査しても，発生する可能性のある内陸地殻内地震の全てが事前に評価しうると

は言い切れないために策定するものであり，どんなに詳細に活断層の調査を行って

も，震源断層の見落としが避けられないために設けられたものと読み取ることが出

来る。 

また，「4. 震源を特定せず策定する地震動」の項には 

 
とされ，やはり「各種不確かさの考慮」が義務付けられている。さらに 

 
とされ，「地表地震断層が出現しない可能性がある地震」と「事前に活断層の存在が

指摘されていなかった地域において発生し，地表付近に一部の痕跡が確認された地

震」の２つが分けて規定されている。その解説では 
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と規定されている。 

その収集対象となる地震の例として，１９９６年以降に発生した次の１６の地震

を挙げる。 
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   以上からすれば，新規制基準が規定する「震源を特定せず策定する地震動」に

ついては，下記のことが言える。 

   ① Ｍｗ６．５未満の地震は全国どこでも発生するものとして考慮しなければ

ならない。 

   ② Ｍｗ６．５以上の地震についても「孤立した長さの短い活断層による地震」

等として「震源を特定せず策定する地震動」の評価において検討しなければ

ならない。 

   ③ 観測記録を基に各種の不確かさを考慮して応答スペクトルを設定しなけれ

ばならない。 

   ④ 審査ガイドに挙げられた収集対象となる１６の地震は「例示」である。 

  (3) 各種不確かさの考慮の趣旨 

    前記新規制基準の解説のみならず，審査ガイドにも，「各種不確かさの考慮」

が規定されたのは，新規制基準策定のためにもうけられた「発電用軽水型原子

炉施設の地震・津波に関わる新安全設計基準に関する検討チーム」の第７回会

合（平成２５年１月２２日）において，藤原広行・独立行政法人防災科学技術

研究所社会防災システム研究領域長が，次のように発言したことによる（甲Ａ

８４・６６頁）。 

 

「『震源を特定せず策定する地震動』・・・のところに，『これらを基に』の後に，『各

種不確かさを考慮して』という言葉を追記していただいたほうがいいんじゃないの

かと思っています。ここの各種不確かさというのは，・・・単なるモデルパラメータ

だけでなくて，これこそわからないところなので，わからなさかげんという認識論

的なものとか，いろいろな不確かさを考慮してということをぜひとも入れていただ

きたいと思います。」 
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この発言を受けて，「各種の不確かさ」という文言が加わることとなったので

ある。「わからなさかげんという認識論的なもの」等モデルパラメータに止まら

ない「いろいろな」ものが「各種不確かさ」に含まれるとすれば，これをはぎ

とり解析の過程のものに限局するのは不可能である。 

「認識論的不確かさ（不確定性）」の意義については，次の高田毅士教授の資

料が参考となる。 

東北地方太平洋沖地震直前の２０１１年（平成２３年）２月４日，高田毅士

東京大学大学院工学系研究科教授は，「原子力分野における耐震計算科学研究

の果たす役割―認識論的不確定性の低減に向けて―」（甲Ａ８５）という論考に

おいて，「予想外の地震被害（無被害を含めて）が起きる度に，認識論的不確定

性の存在を改めて知るのである。」と述べている。 

   高田教授によれば，「認識論的不確定性」とは，「人間の持つ知識や情報の不

足に起因する不確定性」であり，それに対置する「偶発的不確定性」とは「偶

発事象であるが故にその不確定性を低減できない性質」のものとされる。 

すなわち，ここでの「各種不確かさ」は，（観測記録が不十分などということ

によって）「認識が十分にできない」ことによる不確かさも考慮すべきだという

意味である。 

かかる趣旨からすれば，活断層と関連付けることが困難な過去の内陸地殻内

地震の観測記録が乏しいという限界があることから，観測記録から直接導かれ

る応答スペクトルを考慮するだけでは不十分で，観測記録から合理的に導かれ

る最大の応答スペクトルは当然考慮しなければならないことになる。 

 ２ 観測記録の乏しさによる限界 

  「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」（甲Ｂ６２）で収集対象とな

る内陸地殻内の地震の例として挙げられているものを見れば，前記のとおり１９
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９６年（平成８年）３月宮城県北部（鬼首）地震から，２０１３年（平成２５年）

栃木県北部地震までの１６地震に過ぎない。 

わずか１７年間の１６地震の観測記録だけで，「震源を特定せず策定する地震

動」を決めようというのは無理がある。ガイドに例示された地震自体少ない上，

我が国に設置されている地震計の数も限られていることからすれば，ガイドに例

示された地震だけから，１万年に１回以下という低頻度の「震源を特定せず策定

する地震動」として，そのまま用いることが出来るような地震動観測記録を収集

出来ていると考えるのは，むしろ不合理で非現実的である。審査ガイド上，この

１６地震は例示に過ぎないのであり，「各種不確かさ」の考慮が義務付けられてい

ることからしても，「震源を特定せず策定する地震動」として，この１６地震の観

測記録のみに依拠して評価すべきではない。 

しかも，２００７年能登半島地震（Ｍ６．９）や，同年新潟県中越沖地震（Ｍ

６．８）といった，事前に活断層が特定できず原子力発電所に想定以上の地震動

をもたらした近時の沿岸海域の地震がこのリストから漏れているのは，極めて問

題がある（この２つの地震が事前に活断層が把握されていなかったことについて

甲Ａ２９「原子力発電所に対する地震を起因とした確率論的リスク評価に関する

実施基準：2015」４３頁，甲Ａ８７「活断層研究と内陸地震の長期予測：阪神淡

路大震災以降」３０７頁参照。新潟県中越沖地震が例示されていないことを批判

する見解としては甲Ｂ６３「科学」２０１４年８月号石橋克彦『原発規制基準は

「世界で最も厳しい水準」の虚構』８７５頁参照）。日本の原子力発電所は例外な

く沿岸部に立地していること，この２地震の震源を予め特定できなかったことが

その近傍の原発において想定を超える地震動の発生につながったことを踏まえる

ならば，当該２地震の観測記録を評価に含めないことは，「震源を特定せず策定す

る地震動」の評価として著しく不合理である。 
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３ 「加藤他（2004）のスペクトル」の限界 

 （1）「加藤他（2004）のスペクトル」の元データは限られている 

     電力会社が従来採用していた「震源を特定せず作成する地震動」は，加藤他

（2004)による「震源を事前に特定できない内陸地殻内地震による地震動レベル」

における応答スペクトルであった（甲Ａ８８「震源を事前に特定できない内陸地殻内地震

による地震動レベル」６４頁図８）。この「加藤他（2004）のスペクトル」を，債

務者は現在も考慮している。 

「加藤他(2004)の応答スペクトル」は，日本及びカリフォルニアで発生した４

１の内陸地殻内地震のうち，震源を事前に特定できない地震として，９地震１２

地点の計１５記録（３０水平成分）の強震記録を用いて策定したものである。９

地震は，１９６６年のパークフィールド地震から１９９７年の鹿児島県北西部地

震までの３１年間の，カリフォルニアの６地震と日本の３地震である。 

 

この図（甲Ａ８８・６４頁）からすると，「加藤他(2004)の応答スペクトル」（赤
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い「上限レベル」）は，実際の地震動の観測記録をほとんど全て包絡するように作

られており，一見すると安全側に上限レベルを取っているかのようである。しかし，

「加藤ほか(2004)の応答スペクトル」は，３１年間のわずか９つの地震の１２地点

１５記録に基づくもので，最大加速度４５０ガルでしかなく，原発の耐震設計に用

いるためには保守性を欠いている。そのことは，後述する留萌支庁南部地震が，Ｍ

ｗ５．７（Ｍ６．１）という小さな地震でありながら，やすやすと「加藤他(2004)

の応答スペクトル」を超えてしまっていることからしても明らかである。 

「加藤他(2004)の応答スペクトル」は，限られたデータに基づく，その限界が余

りにも明白なものでしかない。少なくとも１万年に１回以下という低頻度で発生す

る最大の地震動を想定するには，この元データが少なすぎることは明らかである。 

   (2) 石橋克彦氏による「加藤ほか(2004)の応答スペクトル」批判 

「加藤ほか(2004)の応答スペクトル」について，国会事故調査委員会の委員で

もあった神戸大学名誉教授の石橋克彦氏は，「科学」2012年 8月号掲載の「電力

会社の『虜』だった原発耐震指針改訂の委員たち」（甲Ｂ６４）において，次のよ

うに批判している。 

 

「震源を特定せず策定する地震動」についての「震源と活断層を関連付けることが

困難な過去の内陸地殻内地震について得られた震源近傍における観測記録を収集

し，これらを基に（中略）基準地震動 Ss を策定する」との規定自体，恣意性と過

小評価を許す規定である。具体的な策定値は申請者にまかされるが，電力会社側の

日本電気協会が示した加藤ほか（2004）という模範解答では，Ｍ７級地震の強い地

震動記録をすべて「活断層と関連付けられる」と屁理屈をつけて参照から排除し，

Ｍ６．６までの地震の揺れしか用いていない。 

 

石橋克彦氏によれば，「加藤ほか(2004)」は，Ｍ７級の地震動記録を電気事業者
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が恣意的に排除し，残されたＭ６．６までの地震動記録のみを対象としたものでし

かない。実際，「加藤ほか(2004)」ではＭ５．６～Ｍ６．６までの９地震だけを元

データとしている（甲Ａ８８・６２頁表２）ため，その観測記録の上限値をとって

いても保守性は担保されない。 

後に原子力規制委員会委員となる島崎邦彦氏も，２００８年の段階で「予め震源

を特定できない地震」として最大Ｍ７．１程度，「短い活断層で起こる地震」とし

て最大Ｍ７．４程度まで生じうるという見解を公表しており（甲Ａ８９「震源断層よ

り短い活断層の長期予測」，甲Ａ９０「地震と活断層：その関係を捉え直す」），Ｍ６．６ま

での地震しか考慮しない「加藤ほか(2004)のスペクトル」が著しく保守性を欠いて

いることは，東北地方太平洋沖地震以前の知見によっても明らかであった。 

 中央防災会議の首都直下地震対策専門調査会は，２００５年（平成１７年）時

点で，活断層が地表で認められない地震規模の上限をＭ６．９としている（甲Ａ９

１）。最新の地震調査研究推進本部地震調査委員会の報告書（甲Ａ９２「全国地

震動予測地図２０１４年度版～全国の地震動ハザードを概観して～」付録－１・２４０，

２５３頁）では，本件原発敷地を含む領域の最大マグニチュードは，鳥取県西部

地震と同じＭ７．３とされている。 

「加藤ほか(2004)のスペクトル」を用いた基準地震動の評価では過小であること

はもはや明白である。 

  (3) 原子力安全基盤機構による指摘  

平成２１年３月付け原子力安全基盤機構（JNES）作成の「震源を特定せず策定する

地震動の設定に係る検討に関する報告書」（甲Ａ９３・３頁）においても， 

  

  加藤ほか（2004）の手法の主な課題として，調査した震源を事前に特定できると

した地震の周辺活断層との関連付けの根拠が明確でないこと，対象とした地震及び

震源近傍の地震動観測記録が少なく，地震動の上限レベルの規定の根拠が明確では
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ないこと等が挙げられる。さらに，論文で取り扱われている地震以降に発生した地

震に対する分析や検討も必要とされている。 

 

とされている。 

従って，原子力安全基盤機構も，加藤ほか（2004）の研究では，不十分であること

を認めているのである。因みに，原子力安全基盤機構は，２０１４年３月１日，原

子力規制庁に統合された。 

４ ２００４年留萌支庁南部地震 

（1）２００４年留萌支庁南部地震の概要 

    ２００４年（平成１６年）北海道留萌支庁南部地震は，地震規模はＭｗで５．

７（Ｍ６．１）という比較的小規模の地震でありながら，港町観測点（HKD020）

の地表で１，１２７ガルという最大加速度を観測した（「物理探査・室内試験に

基づく 2004 年留萌支庁南部の地震による K-NET 港町観測点（HKD020）の基

盤地震動とサイト特定評価」）。電力中央研究所の佐藤浩章氏がここから同基盤上

の最大加速度を解析により推計したところ，５８５ガルとなり，「加藤ほか

（2004）の応答スペクトル」を一部周期で上回った（甲Ｂ６５「震源を特定せ

ず策定する地震動 計算業務報告書」2-6）。 

債務者は，「加藤ほか（2004）の応答スペクトル」に，大きな修正を加えるこ

となく，本件原発の「震源を特定せず策定する地震動」（６２０ガル）として設

定している。 

 （2）HKD020の観測点の地震動は最大の地震動ではない 

 留萌支庁南部地震については，財団法人地域地盤環境研究所が新指針の「震源

を特定せず策定する地震動」の評価のために検討を加え，平成２３年３月付けで

「震源を特定せず策定する地震動 計算業務報告書」（甲Ｂ６５）を作成している。

この報告書は原子力規制委員会の資料でも引用されており（甲Ａ９４・４頁），信
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頼性が高いものである。 

   この報告書では，下記の通り，震源付近の最大加速度についての解析が行われ

ている（甲Ｂ６５・2-7 図 2.2-4(1)PGA 分布に一部加筆）。 

 

    上記のうち，薄いピンク色の△が HKD020 観測点を示し，赤，橙，黄，緑，

青などの色は，それぞれの場所での最大表面加速度（ＰＧＡ）を示す（上記図

の帯では単位が「kine（カイン）」となっているが，カインは速度を表す単位

であるため，ガルの誤記と思われる）。 

これによれば，留萌支庁南部地震の地表での地震動のうち，HKD020 観測点

は概ね１，０００ガルを示す黄色系の部分に位置するのに対し，これよりも大

きな地表最大加速度を意味する橙色系の部分がその東側にひろがっており，

HKD020 観測点の地震動が同地震の最大地震動ではないことは一目瞭然であ

る。 

「震源を特定せず策定する地震動」は，もともと「Ｍ６．５の直下地震」を
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評価するものだったように，震源の位置を事前に評価できない地震について，

震源の位置を当該敷地にとってもっとも厳しい条件とすることを前提とした概

念であるはずであり，そうであるならば，偶々ある地点で観測された最大地震

動未満の観測記録に拘泥して設定されるべきものではなく，このように信頼で

きる解析手法によって導かれた最大地震動を当然考慮すべきである。またこの

ような解析結果を利用して，初めて観測記録の少なさを補う不確かさ（認識論

的不確定性）の考慮を行うことができるというべきである。 

    この財団法人地域地盤環境研究所の報告書では，前記最大表面加速度を下記

の通り応答スペクトルに直している。これによると，留萌支庁南部地震では，

南北方向で最大１，７００ガルの地表最大加速度が発生したことになる（下記

左図参照）（甲Ｂ６５・2-8 図 2.2-5 に一部加筆）。これは同地震につき HKD020

観測点で観測した最大加速度１，１２７ガルの約１．５倍に当たる。 
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   (3) 留萌支庁南部地震の観測記録を基にした基準地震動は１，１００ガルとすべ

き 

     さらにこの「震源を特定せず策定する地震動 計算業務報告書」（甲Ｂ６５）

においては，破壊開始点を変更させた場合の最大加速度の解析も行われた上，

指針でＮＦＲＤ効果を含むように指示されていることから，これも加味した

検討が行われている。 

ＮＦＲＤ効果とは，アスぺリティによる断層近傍の破壊伝播効果であり，

破壊伝搬方向に観測点があるとき，地震動が重なって増幅する効果であって，

偶然的不確定性に属するパラメータである破壊開始点の位置によって発生す

る場合がある（なお審査ガイド 3.3.2（４）④参照）。 

新規制基準では「各種不確かさの考慮」が義務付けられていることからし

ても，破壊開始点の違いやＮＦＲＤ効果も検討した上で最大の加速度を考慮

しなければならないのは当然である。 

同報告書によると，破壊開始点を変化させた上ＮＦＲＤ効果をも加味させ

た場合，水平方向での最大地表加速度は，下記右図の通り，最大２，０００

ガルに達することが分かる（下記右図参照）（甲Ｂ６５・2-25 図 2.4-5(2)に

一部加筆）。 
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この２，０００ガルという数値は地表での最大加速度であるため，「佐藤ほ

か（２０１３）の応答スペクトル」において１，１２７ガルから５８５ガル

という解放基盤上の最大加速度を導いたことに倣い計算すると，前記２，０

００ガルという数値から導かれる基準地震動は約１，０３８ガルとなる（計

算式：2,000×585 / 1,127 ≑ 1,038）。これは本件原発の基準地震動６５０ガ

ルの約１．６倍に当たるが，この程度の加速度まで考慮しなければ，地震大

国たる我が国の原発にふさわしい地震動想定となり得ない（甲Ｂ６６「伊方３

号の基準地震動は過小評価されている」５頁）。 

５ Ｍ６．５横ずれ断層の解析  

   ２００４年北海道留萌支庁南部地震はＭｗ５．７（Ｍ６．１）の地震に過ぎな

いが，「震源を特定せず策定する地震動」を定める前記審査ガイドの趣旨からす

れば，予め発見できない断層から本件各原発敷地に発生し得る最大規模の地震か

ら発生する地震動を想定しなければならないところ，独立行政法人原子力安全基
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盤機構（ＪＮＥＳ）は，地震観測記録の不足を補う目的で，実際の地震記録から

導かれたモデルによる地震動解析を行い，Ｍ６．５の横ずれ断層によって最大約

１，３４０ガルの地震動が生じることを明らかにした（甲Ａ９５「震源を特定しにく

い地震による地震動の検討に関する報告書（平成 16 年度）」2-105,110,120）。 

  次の左図の解析結果は，Ｓ波速度 Vs=2,600m/s の地震基盤表面上に設定した２

３１評価点における，各周期ごとに求めた地震動応答スペクトルであり，右図に

その平均値，標準偏差，最大・最小値が描かれている。上端深さ２ｋｍ（青線）

と３ｋｍ（赤線）の場合に分けてあるが，その２つのスペクトルはほぼ重なって

いる。１３４０．４ガルを示す「最大値」は，「実効応力大」，「高周波遮断特

性平均+標準偏差」の場合であって，特段厳しいパラメータを設定したものでは

ない。 

 

 

なおＭ６．５はＭｗ６．２相当に過ぎないから，前記解析結果を参照する限り，
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Ｍｗ６．５未満の地震から１，３４０ガルを超える地震動が発生することも十分

あり得る。 

 ２００８年岩手・宮城内陸地震では，トランポリン効果やロッキング振動の影

響を受けない，解放基盤表面よりも固い岩盤に設置された地中地震計による観測

記録として，最大加速度１，０３６ガルが記録されており（甲Ｂ６７「平成２０年（２

００８年）岩手・宮城内陸地震において記録されたきわめて大きな強震動について」），「はぎと

り波」相当の最大加速度はこの２倍に当たる２，０００ガル程度になると考えら

れている（甲Ｂ６６「伊方３号の基準地震動は過小評価されている」２３頁）。この地中観

測記録からしても，１，３４０ガルという数字は何ら過大なものではなく，本件

原発の基準地震動の評価（６５０ガル）が余りに過小であることは明らかである。 

 ６ ＩＡＥＡの基準に反する 

   債務者は北海道留萌支庁南部地震 HKD020（港町）観測点と鳥取県西部地震賀

祥ダムの各地震観測記録を「震源を特定せず策定する地震動」である基準地震動

Ｓｓ－３として採用しているようだが，同じ応答スペクトルの地震がまったく異

なる場所で再度発生するはずもないのであるから，このように実観測記録をほぼ

そのまま設計用基準地震動とするような手法の合理性は疑問であり，確立した国

際基準にも反する。 

   ＩＡＥＡ安全基準の中でも，耐震設計に関するものの中では最新と思われる，

ＳＳＧ－９“Seismic Hazards in Site Evaluation for Nuclear Installations”（「核

施設のサイト評価における地震ハザード」）（甲Ａ９６）では，広域地震構造モデ

ルの構築の中で震源不特定の地震活動域のことが記載されており，この中では基

本的に最大潜在マグニチュードを不確定性とともに表現し，グーテンベルグ・リ

ヒター則のｂ値 6を設定するという，まったく違う評価手法が記載されている

                                            
6 グーテンベルグ・リヒター則とは，地震の発生頻度と地震規模の関係を表す。通常

は発生頻度を対数表示で縦軸，地震規模を横軸にとると，地震データは直線となる。

この直線の傾きがｂ値であり，多くの場合，ｂ値は１前後であり，Ｍが１小さくなる
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（4.28-4.32）。 

   これは確率論的評価手法を前提としたものと思われるが，決定論的手法につい

て，ＳＳＧ－９は，最大潜在マグニチュードの震源をサイト直下に置くか，サイ

トから特定の水平距離にあると想定し，適切な複数の地震動予測式を適用し，各

種のばらつきや不確定性を考慮すべきことを要求している（7.1）。 

   いずれにせよ，国内のどこかの場所で採取された特定の地震動記録を設計基準

用地震動として採用するようなことは，ＳＳＧ－９にはどこにも記載されていな

い。 

   ＩＡＥＡの基準にしたがうのであれば，推本の見解によるＭ７．３か，少なく

ともガイドの規定にしたがったＭｗ６．５を最大マグニチュードとして設定すべ

きであり，この震源を，サイトの直下か，近傍の特定の場所に置いた上で地震動

予測を行うべきである。債務者が「震源を特定せず策定する地震動」において採

用する手法は，ＩＡＥＡの基準に照らしても何ら合理性を見いだせない。 

 ７ 他観測記録の排除 

   仮に現在行われているような，ガイドに例示した地震の実観測記録をそのまま

用いる評価が許容されるとしても，その場合は既往最大を基本に考えるべきであ

り，大きな地震観測記録を排除する理由については，特に慎重に吟味されなけれ

ばならない。北海道留萌支庁南部地震 HKD020（港町）観測点と鳥取県西部地震

賀祥ダムの地震観測記録は，最大の応答スペクトルを描いているという訳ではな

く，債務者がそれ以外の地震観測記録を排除した理由も，明確ではない。 

   まず問題であるのは，KiK-net の鳥取県西部地震 TTRH02（日野）を除いたこ

とである（甲Ａ９７の１・１０２）。ここでは，地上では南北方向で９２７ガル，鉛

直方向７７６ガルを記録している上，地中でも東西方向５７５ガル，鉛直方向３

１８ガルとかなり大きい地震動を記録しており，解放基盤表面はぎとり波に換算

                                                                                                                                       
と発生頻度は約１０倍となる。Ｇ－Ｒ則やＧ－Ｒ式ともいう。 
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しても，少なくとも一部周期帯では本件原発の基準地震動を上回る可能性が高い。 

   また，Mw6.5 未満の地震のうち，2011 年長野県北部地震 NIG023（津南）と

2013 年栃木県北部地震 TCGH07（栗山西）の応答スペクトルは，「加藤他（2004）

のスペクトル」を有意に上回っており（甲Ａ９８の１・７３，８２），これらを子細

に検討することにより「震源を特定せず策定する地震動」はより厳しい評価にな

る可能性もある。 

   債務者はこれらの観測記録を考慮しない理由として，地盤情報が得られていな

いことや，はぎとり解析が出来ていないこと等を上げるが，原発の安全性の確保

のためには事業者において最善かつ最大の努力が要請されるべきであり，これら

の理由は前記観測記録を考慮外とするために正当なものとは言えない。 

  ８ 「震源を特定せず策定する地震動」の重要性 

   武村雅之氏が指摘する通り，活断層の情報をもとに特定された震源断層につい

て強震動予測をしても，それ以外に，被害を与える震源断層が存在する可能性は

否定できない（甲Ａ９９「強震動予測に期待される活断層研究」５４頁）。「震源を特定

せず策定する地震動」を適正に評価することは，地震大国たる我が国の原発の耐

震安全性を確保するために極めて重要であって，これが適正に評価出来ていな

い場合は人格権侵害の具体的危険性があるというべきである。 

原発敷地の直下で生じた地震であれば，Ｍ６．１程度であっても，１，０００

ガルを超える地震動を生じさせる可能性があることは前記５の通りであるが，そ

の程度の規模の地震の場合，通常，断層は予め確認されていない。遠田晋次氏に

よれば，１９２３年以降に気象庁地震カタログでＭ６．５以上の内陸地震は３０

個発生している（福岡県西方地震，中越沖地震など震源域が陸域にない地震は除

く。）が，そのうち地震断層を生じたのは約３分の１に当たる１１個，地震断層

の長さや変位量から地震規模を推定できるのは約１７％に当たる５個に過ぎな

い。Ｍ７．０以上でも地震断層の出現率は４４％である（甲Ａ８７「活断層研究と
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内陸地震の長期予測：阪神淡路大震災以降」３０７頁）。つまり，地震断層を基に地震

発生事象を推定する場合，Ｍ６．５以上では６個に５個，Ｍ７．０以上では２個

に１個もの見落としが生じる。 

国内の最近１３年間でも，２００３年宮城県北部地震，２００４年中越地震，

２００５年福岡県西方地震，２００７年能登半島地震，２００７年中越沖地震，

２００８年岩手・宮城内陸地震などで，未知だった断層から大規模な地震や強い

地震動が発生した。これらの地震の中には，本件原発の基準地震動の数倍の地震

動を発生させたもの（中越沖地震）や，他の原発の基準地震動を越える地震動を

発生させたもの（能登半島地震）もある（甲Ｂ６８「大飯原発運転差止判決における

科学の問題」６）。特に沿岸海域は大型の調査船が入れず活断層の調査が困難であ

るため，伏在断層による直下地震のリスクが高い（甲Ａ１００「海域における活断

層調査―現状と課題－」３７頁）。 

増田徹氏が「原子力発電所の直下あるいは近傍の地震が最も憂慮すべき地震な

のである」（後出・甲Ａ１７０）と述べている通り，敷地直下ないし近傍で生じ

る「予め震源を特定できない地震」は，本件原発においても現実的なリスクとし

て捉えなければならない。 

 ９ 福井地震の教訓 

   福井市では今から約６８年前，のちに「福井地震」と呼ばれることになる都市

直下型地震で，猛烈な揺れに襲われた（甲Ａ１０１「1948 福井地震報告書」）。建物

の全壊率は８０％にもなる大変な被害を経験し，犠牲者は被災地全体で３，７６

９人に上った。マグニチュードは７．１，後の調査によっても震源と活断層を関

連づけることが困難な地震とされており，同様の地震が本件原発の敷地直下でも

生じる可能性は否定できない。 
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 地震後の福井市内大和百貨店 

 
 

この平成２３年３月に中央防災会議が作成した「1948 福井地震報告書」には，

「福井地震から学ぶ教訓」として，「地震はどこにでも発生する，と考えなけれ

ばならない。」「地震の予知はまだできず，地震は不意打ちに発生するが，過去の

地震災害に学び，その教訓を国民が共有しておくことが重要である」（甲Ａ１０

１・２１７頁）と記載されている。 

債務者において，１万年から１００万年に１回というレベルの直下地震にも備

えて本件各原発を動かすというのであれば，当然，福井地震等の教訓にも学び，

http://toshichan.be.fuku

i-nct.ac.jp/yoshida/work

s/earthquake/dplf1/New

Files/outline1!.html 
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福井地震クラスの地震が本件各原発直下ないし近傍で起きても大丈夫なように

（基準地震動を上回らないように）備えるべきである。 

   しかし債務者は，恣意的に選定したわずか２つの観測記録によって，全国どこ

でも不意打ち的に発生する直下地震に備えようとしている。その発想の背景にあ

るのは，「６２０ガルを超えるような地震動なんて，滅多に本件敷地で観測されな

いだろう」という「割り切り」であり，福島原発事故を経験した現在の日本では，

原子炉設置者として到底許されない根拠なき楽観論である。 

そのような状況で本件原発が稼働すれば，債権者らは現住所地に安心して住む

ことが出来ず，日々原発事故に怯えながら暮らす他なくなる。 

 

第４ 内陸地殻内地震の地震動評価  

１ 応答スペクトルに基づく地震動評価―地震規模の推定の問題 

 (1) 松田式の誤差 

債務者は，「震源を特定して策定する地震動」の策定において内陸地殻内地震

の地震規模の想定に松田式を用いている。 

松田式は，１８９１年から１９７０年までに日本国内で発生したマグニチュ

ード６．２以上の１４の内陸地殻内地震のデータから導かれた，断層の長さか

ら地震のマグニチュードを推定する経験式であるが，この松田式には大きな誤

差がある。 

下図が，その松田式を示す図である。縦軸が断層の長さであり，横軸がマグ

ニチュードであって，中央の斜め右上がり点線が松田式を示している。○（白

丸）は地表地震断層の長さ，●（黒丸）は震源断層の長さによって，各地震観

測記録をプロットしたものである（甲Ａ１０２「活断層から発生する地震の規模と周

期について」２７０頁 Fig.1. (a)）。 
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     この図を見れば，多くの地震観測記録は松田式を示す中央斜め右上がりの

点線から外れており，松田式はかなりばらつきのある経験式であることが分

かる。たとえマグニチュードの値を最新のデータにしたがって補正しても，

マグニチュード０．２や０．３程度は松田式の通常の誤差の範囲内というこ

とになりそうであるが，マグニチュードが０．２増えるだけで地震のエネル

ギーは約２倍になるのである。 

    松田式を導いた松田時彦氏自身，「地下の断層面が地表面に線となってあら

われた長さが，地表地震断層の長さです。地下の断層面はかなり不規則でし

ょうから，地下の断層面の面積を地表にあらわれた断層の長さで代表させる

のは，かなりおおざっぱな話です」（甲Ｂ６９岩波新書「活断層」１２６頁）と述

べている。 

     また地震調査研究推進本部も，松田式について，「断層の長さから求められ

る地震の規模の推定値には大きな不確実性が含まれると考えられる。このた

め，松田式を用いて地震規模を設定する際には，少なくとも松田式を導出す

る際に用いられたデータに含まれるばらつき程度の不確実性が予想される」

「将来的には活断層で発生する地震の規模に関しても，不確実性を考慮する
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ことが望ましい」と述べ（甲Ａ９２「全国地震動予測地図２０１４年度版～全国の

地震動ハザードを概観して～」付録－１・３８５頁），松田式を用いた場合に地震

規模が過小評価となることについての警告を発している。 

   (2) 松田式のばらつきの無視は審査ガイド違反 

      松田式がばらつき（誤差）のある経験式であることは疑いないところ，審

査ガイド（甲Ｂ６２）3.2.3（２）には以下のような規定がある。 

 

   震源モデルの長さ又は面積，あるいは１回の活動による変位量と地震規模を関

連づける経験式を用いて地震規模を設定する場合には，経験式の適用範囲が十分

に検討されていることを確認する。その際，経験式は平均値としての地震規模を

与えるものであることから，経験式が有するばらつきも考慮されている必要があ

る。 

 

以上の通り，震源モデルの長さと地震規模を関連づける経験式を用いて地震

規模を設定する場合，当該経験式が有するばらつきを考慮することを，審査ガ

イドは明確に義務付けている。松田式は震源モデルの長さと地震規模を関連付

ける経験式であるので，このばらつきを債務者が考慮しないことは，審査ガイ

ドの同規定に違反することとなる。審査ガイドに違反するような基準地震動評

価では，人格権侵害のおそれは否定できない。 

  （3）ばらつきの無視はＩＡＥＡの安全指針にも違反する 

     ＩＡＥＡの安全指針であるＳＳＧ－９（甲Ａ９６）の「７．決定論的ハザー

ド評価」では，最大潜在マグニチュードを評価することのみが記載されてお

り，地震規模の平均を求めるに過ぎない松田式の適用結果を原発の耐震安全

性評価に用いることは，ＳＳＧ－９の規定上，予定されていない。 

     仮に松田式の適用が許容されているとしても，7.1 (4)(ⅳ)において，関係
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式のばらつきを考慮すべきことや，同 (5)で偶然的不確定性と認識論的不確

定性の両方を適切に取り扱うことが規定されていることからすれば，そのば

らつきを評価して最大潜在マグニチュードを算出することは当然求められて

いるというべきである。 

     以上からすれば，債務者の松田式の適用ないしそのばらつきを考慮してい

ないことは，確立した国際基準であるＳＳＧ－９にも違反し，確立した国際

水準を踏まえることを要請する原子力基本法２条２項等にも違反することに

なる。 

 (4) 地震前に震源断層の長さは分からない 

地震発生前には地下の震源断層の長さは分からないので，地表地震断層の長

さを松田式に当てはめざるを得ない。前記松田式の元の観測記録を示す図（甲

Ａ１０２「活断層から発生する地震の規模と周期について」２７０頁 Fig.1. (a)）を見る

と，地表地震断層の長さを示す○（白丸）は，震源断層の長さを示す●（黒丸）

よりも，松田式の点線の斜め右側に多く分布している。これは，地表地震断層

の長さを松田式に当てはめた場合，地震規模を実際よりも過小評価し易いこと

を示すものである。 

近年においても，１９９５年（平成７年）兵庫県南部地震（Ｍ７．３），２

０００年（平成１２年）の鳥取県西部地震（Ｍ７．３）等，数多くの地震では

地震後も地震規模に見合った長さの地震断層が出現していない（甲Ａ１０３・

３２頁も参照）。地震後になっても地震断層が出現しないということは，地下

深くの震源断層が動いたということであり，地震前の調査で震源の位置や断層

の長さ等を把握することはまず不可能である。岡田義光氏は「地表に現れた活

断層は確認できます。だけど，地下はわからない。」と述べ（甲Ｂ５３・６４２

頁），島崎邦彦・東京大学名誉教授は「トレンチ調査による地震発生履歴の解

明の限界」と述べている（甲Ａ１０４「活断層で発生する大地震の長期評価：発生頻
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度推定の課題」４５頁等）。島崎教授は，原子力規制委員会の委員退任後も，再

三にわたり，「地震発生前に使用できるのは（地表の）活断層の長さであって

震源断層の長さではない」と学会で発表している（甲Ａ１０５の１～３）。池田

安隆氏も，「断層面の上端が地下浅部（数km以浅）まで達している断層（浅

部伏在断層）は，物理探査やボーリング等によってその位置と活動性を評価で

きる場合があるが，より深部に伏在する断層についてはお手上げである。」と

述べている（甲Ａ５９・１５頁）。 

震源断層の長さは，地震後の地震学的及び測地学的データ（余震分布や地

殻変動のデータ）から推定されるものであり，ボーリング調査等によって明

らかになるわけではない。事前に震源断層の長さを精度よく明らかにするこ

とはできないため，地表地震断層の長さをあてはめざるを得ないから，松田

式には大きな誤差が生じ得ることになる（松田式の問題点については，甲Ｂ

７０石橋克彦氏の陳述書３１頁以下も参照）。 

   (5) 長大な活断層から発生する地震の地震規模について 

     債務者は，応答スペクトルに基づく地震動評価において，断層長さ４８０

ｋｍ及び１３０ｋｍのケースについては，長さが８０ｋｍ以下になるように

セグメント区分し，セグメント毎に地震規模を算出して合計し（どのような

式を用いて地震規模を算出したかは不明），４８０ｋｍのケースはＭｗ７．

９（Ｍ８．５），１３０ｋｍのケースはＭｗ７．５（Ｍ８．１）としている

（甲Ａ９７の１・６９頁，甲Ａ９８の１・１２７～１２９頁）。 

     だが，日本における長さ８０ｋｍ以上の長大な活断層での地震について，

地震波形記録を用いて断層面上のパラメータを推定した事例は，１８９１年

濃尾地震（Ｍ８．０）に限られている。長大な活断層から生じた地震の記録

は世界的にも稀であり，壇・他「長大横ずれ断層による内陸地震の平均動的

応力降下量の推定と強震動予測のためのアスペリティモデルの設定方法への
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応用」（2011）（甲Ａ１０６・２０４５頁表１）（次表）でも，国外の横ずれ断

層による内陸地震につき，震源断層の長さが１００ｋｍを超える地震のデー

タは７つしかなく，断層長は最長でも１９０６年サンフランシスコ地震の４

３２ｋｍであって，断層長４８０ｋｍ相当のデータは１つもない。しかも，

海外の地震データがどの程度国内の地震規模の推定に役立つのかは定かでは

ない。 

 
【壇・他 (2011) 甲Ａ１０６・２０４５頁】 

 

現段階において，４８０ｋｍないし１３０ｋｍという長さの活断層から発

生する地震規模を推定する手法は確立しておらず，１００ｋｍ以下の活断層

から地震規模を推定する場合よりも認識論的不確定性はさらに大きい。債務

者が採用する手法の合理性を全否定するつもりはないが，長大な活断層から

発生する地震の地震規模を推定する上では，大きな誤差を有する可能性があ

り，過小評価のおそれは大きいと言わざるを得ない。 

推本の長期評価「中央構造線断層帯（金剛山地東縁）－伊予灘」の評価（一

部改訂）」では，断層面上のずれの量を用いて，想定される地震規模は，「石
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鎚山脈北縁西部―伊予灘 川上断層―伊予灘西部断層」（L=130km）でＭｗ

７．４－８．０，「断層帯全体 当麻断層－伊予灘西部断層」（L=360km）

でＭｗ７．９－８．４と算定されている（甲Ｂ４７・７７頁）。ここからして

も，１３０ｋｍケースではＭｗ７．５，４８０ｋｍケースではＭｗ７．９と

いう債務者の想定は，明らかに過小である。 

     活断層の長さ４８０ｋｍ，１３０ｋｍをそれぞれ松田式に当てはめると，

それぞれマグニチュードは９．３と８．４になる。１００ｋｍを超える長大

な断層に松田式を当てはめるというのは必ずしも一般的な手法ではないかも

しれないが，かと言ってその適用性がまったく否定されているわけではない。 

次の図は，入倉孝次郎氏ら「M8 クラスの大地震の断層パラメータ」（甲Ａ

１０７）６頁から抜粋したものである。縦軸を断層破壊域の長さ，横軸を地震

モーメントとして，海外や国内の最新の観測データをプロットし，M8 クラ

スの内陸地殻内地震における松田式の有効性を検証することが試みられてい

る。縦軸の断層破壊域の長さは震源断層の長さと同視できる。気象庁マグニ

チュードは武村の式（logMo = 1.17Mj + 17.72）によって地震モーメントに

変換されている。 

これによると，世界の観測記録上，１００ｋｍを越える活断層に松田式が

当てはまらないというのは明確ではなく，むしろ十分適用できるようにも見

える。 
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     【「M8 クラスの大地震の断層パラメータ」（甲Ａ１０７・６頁）(a) に一部加筆】 

 

松田時彦氏自身も，「最大地震規模による日本列島の地震分布帯図」（甲Ｂ

７１）において，中央構造線四国断層帯（約１８０ｋｍ）の最大の断層長マグ

ニチュード（ＭL）は８．６としており，１００ｋｍを超えているからといって

適用除外にはしていない。 

理論上も，長大な断層につき活断層の長さと地震規模との間のスケーリング

則が変化するという知見が確立している訳ではない。今後のデータの蓄積によ

っては，１００ｋｍ以上の活断層についても松田式の適用性が確認される可能

性はある。 

前記壇・他 (2011)（甲Ａ１０６） の表１では，１８９１年濃尾地震の震源

断層長さは８０ｋｍ＋３４ｋｍとなっているが，通説的な見解（例えば推本の「暫

定版『活断層の長期評価手法』報告書」（甲Ａ１０３・３２頁）) は，濃尾地震の断層

の長さを８０ｋｍ，地震規模を M８．０としている。これよりも，断層長が５

０ｋｍ長くてもマグニチュードは０．１しか増えず，断層長が４００ｋｍ長く

てもマグニチュードは０．５しか増えないというのも違和感がある。 

Ｌ＞100km でも松田式
は適用出来るのでは？ 
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そうであるとすると，過小評価を避けるべく最大規模の地震を想定しなけれ

ばならない原発の基準地震動評価の上では，現段階では４８０ｋｍ，１３０ｋ

ｍという長大な断層についても松田式を適用した上で，さらにばらつきを評価

するのが合理的な手法というべきである。そうでなければ，せめて前記推本の

最大Ｍｗを下回らないような評価をすべきである 7。 

    少なくとも，債務者が行うように，セグメント毎に地震規模を算出して合算

するという方法のみで地震規模を算出するのでは，長大な断層についての認識

論的不確定性の考慮が一切なく，最大限の地震動を想定すべき原発の基準地震

動の評価手法としては著しく保守性に欠ける。 

  

第５ 応答スペクトルに基づく手法について 

 １ 耐専スペクトル（Noda et al.（２００２））のばらつき 

  (1) 元データのばらつき 

  債務者が「応答スペクトルに基づく手法」において基本として用いている

Noda et al.（２００２）の方法（以下「耐専式」あるいは「耐専スペクトル」

という）は，地震動の平均像を求める距離減衰式であり，これによって地震動

を予測するとほぼ不可避的にばらつき（誤差）が発生する。 

  この式の元となったデータは，日本国内で１９８０年から１９９１年までに

観測された４４地震，２１４波形である。以下のグラフは，マグニチュードと

等価震源距離（Xeq）ごとに，水平動の耐専スペクトル（太線）と元となった

地震観測記録を図示したものである（甲 B６６「伊方３号の基準地震動は過小評価

されている」１２頁）。それぞれかなり大きくばらついていることが分かる。   

                                            
7 なお，武村(1990) の式 (Mw=0.78M＋1.08) を用いてモーメントマグニチュードを

気象庁マグニチュードに変換すると，前記推本の 130kmケースの最大Mw8.0はM8.9
に，360km ケースの最大 Mw8.4 は M9.4 になる。松田式のばらつきとしてマグニチ

ュード 0.4 程度を見込んだ上，断層長さの違いも考慮するならば，松田式によって導

かれる最大マグニチュードと推本の最大マグニチュードは整合する。 
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     耐専スペクトルの元データのばらつきは，全周期帯平均で常用対数標準偏差

は０．２３程度，自然対数標準偏差で０．５３程度とされている（甲Ａ８６「原

子力発電所に対する地震を起因とした確率論的リスク評価に関する実施基準：2015」３

３９，３４１頁）。 

  (2) 標準偏差等の説明と原発に求められる安全性 

  ここで，標準偏差（σ）について，以下に若干解説する。 
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上図は，正規分布という良く見られる分布の図である。数値のバラツキの仕方

には，いろいろなものがあるが，「正規分布」はその代表的なものである。上記観

測値と応答スペクトルの比のバラツキ（分布）が必ず正規分布であるとまでは言

えないが，基本的には概ね正規分布と一致すると考えられる。正規分布であると

すれば，＋σを超えるものは約１６％，＋２σを超えるものも約２．３％ある。 

万が一の事態を考慮して耐震安全性を確保しなければならない原子力事業者と

しては，標準偏差（１σ）レベルのばらつきを考慮するだけでは十分ではなく，

少なくとも標準偏差の２倍程度（２σ程度）のばらつきは考慮すべきであり，こ

れを行わなければ，実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則の解釈別記２第４条二⑤及び審査ガイド 3.3.3（１）が求める，

「地震動の評価過程に伴う各種の不確かさ」について「適切な手法を用いて考慮」

がなされたとはいえない。決定論的手法において距離減衰式のばらつきを考慮す

べきことは，ＳＳＧ－９（甲Ａ９６）の 7.1(3) 及び同(4)(ⅳ) にも規定されている。 

また強震動のばらつきを表す際，通常その計算に対数（log）関数が用いられる
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ため，専門家の間では対数標準偏差を用いることが多い。対数標準偏差には常用

対数の場合と自然対数の場合があるので注意しなければならない。 

常用対数とは，１０を底とする対数のことである。任意の正の数 X（真数）に

対し，X=10a により定められる実数 a を，１０を底とする X の常用対数といい，

log10X で表す。X=10a という関係が成り立つとき，同時に a=log10X という関係

が成立する。例えば，１００．３０１≒２となるので，log10２≒０．３０１となる。

すなわち，真数２の常用対数は約０．３０１である。言い換えると，常用対数標

準偏差が０．３０１の場合，真数での標準偏差が２ということになり，標準偏差

レベルでおおむね倍半分のばらつきがあるということになる（甲Ａ１０８～１１０）。 

自然対数とは，ネイピア数（２．７１８２…となる無理数）を底とする対数の

ことである。 

常用対数，自然対数について真数を求めるために，常用対数表，自然対数表を

利用することができる（常用対数表の使い方は甲Ａ１１０を参照）。 

前記の通り，耐専スペクトルの元データのばらつきは，標準偏差（常用対数）

０．２３程度，標準偏差（自然対数）で０．５３程度とされており，これは真数

に直すと約１．７０を意味する。すなわち，標準偏差で，平均から１．７倍～１

／１．７倍のばらつきがあることを意味する。 

さらに甲Ａ８６「原子力発電所に対する地震を起因とした確率論的リスク評価

に関する実施基準：2015」３３７頁には，「ばらつきの評価」として，「他地点の

観測記録と提案スペクトルの比のばらつきは，対数標準偏差で０．７程度」とあ

る。これを自然対数とすると，真数は約２．０を意味することになる。つまり標

準偏差で倍半分のばらつきがあるということである。耐専式を使った地震動予測

の誤差（ばらつき）を見積もる場合，元データとのばらつき約１．７０よりも，

他地点の観測記録とのばらつき２．０程度を用いる方が適切であろう。 
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(3) 地震の種類ごとのばらつき 

  耐専式の元のデータには，プレート間地震や内陸地殻内地震が混在しているが，

次の図は，原子力安全基盤機構が国内外の内陸地殻内地震の観測記録に耐専式を

当てはめ，各周期ごとに実際の観測記録と応答スペクトルとの比を描いたもので

ある。横軸は，周期である。縦軸は，描かれている１本１本が現実に発生して観

測した地震動の残差（耐専スペクトルでの推定値の何倍となるかの値）である。 

 
（甲Ａ１１２「岩盤における設計用地震動評価手法（耐専スペクトル）について」スライド２９） 

 

この図によれば，耐専式によって導かれた応答スペクトルは観測記録の平均と

概ね一致しているといえるとしても，１つ１つの観測記録は耐専式による応答ス

ペクトルと決して一致しているとはいえない。上の方の図（「各地震」）を見ると，

０．２秒から０．５秒の周期で最大で５倍以上の誤差があるものもあり，下の方

の図（平均値）を見ると，標準偏差（σ）は概ね倍半分程度となっている上，上

下動については周期０．１秒以上で地震動を過小評価する傾向があり，ばらつき
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も大きい。 

 さらに，原子力安全基盤機構（ＪＮＥＳ）の「平成１８年度原子力施設等の耐

震性評価技術に関する試験及び調査活断層及び地震動特性に関する調査・解析に

係る報告書」（甲Ａ１１３）では，２００６年における国内のプレート間地震動

観測記録のうち，マグニチュード５．５以上，震央距離２００ｋｍ程度以内，震

源深さ６０ｋｍ程度以浅の８記録を分析した結果，「各スペクトル比は全体とし

てのばらつきは大きく周期帯によっては０．２～４倍程度となっている。」（同

5.41 頁）とされた。はぎ取り解析結果による地震基盤（Vs＝2,210~3,350m/sec,）

及び解放基盤（Vs = 850~1,540m/sec）における耐専スペクトルの比について平

均と平均±標準偏差を示した各グラフによると，いずれについても短周期側では

標準偏差で倍半分程度のばらつきがあることが示されている（同５．４５～５．

４８ なお最終的には平成１７年度記録も統合され５１記録が元データとなっ

ている。）。結論として，「耐専スペクトルはあくまで平均スペクトルであり，実

際の適用にあたっては地震動のばらつきを考慮して設計用標準応答スペクトル

を定めていく必要があろう」「このばらつきは，地震動を地震規模（マグニチュ

ード）・等価震源距離・地盤の硬さ（Ｖｐ，Ｖｓ）の少ないパラメータで予測す

ること，すなわちモデルの単純化によって生じたものである。少ないパラメータ

で地震動を簡便に評価できることは経験式の優れた点であるが，ばらつきが内在

することが避けられない」と述べられている（同５．４９）。 

国内観測記録から，地震の種類，地震規模や震央距離，震源深さを限定し，解

放基盤上や地震基盤上の記録と比較しても，耐専式のばらつきは標準偏差２倍程

度ある。耐専式は，倍半分程度のばらつきを不可避的に内在しているということ

であり，それが，地震動が複雑系であるにもかかわらず適用するパラメータが少

ない簡便法の限界である。 



62 
 

(4) 予測の際の誤差はさらに大きい 

これらの原子力安全基盤機構の資料及び報告書は，地震後のデータに基づいて

各パラメータが設定されていることにも留意しなくてはならない。地震前には，

前記松田式のばらつきに関して指摘した震源断層の長さやマグニチュードは勿論，

震源深さ，断層傾斜角，アスペリティの位置など等価震源距離に係るパラメータ

も不確定であるから，予測の際のばらつきの標準偏差は２倍よりもさらに大きく

なると考えられる。 

(5) 債務者の考慮は不十分 

債務者は，本件原発において，内陸地殻内地震の補正係数を乗じなかったこと

をもって保守的に評価したと主張するようであるが，補正係数を用いないのは，

２００７年新潟県中越沖地震の震源特性から，断層パラメータの評価の仕方の問

題により短周期レベルを１．５倍する必要があることが認識されたことに対応す

るものであり（審査ガイド 3.3.2（4）①2），甲Ｃ１１５・４頁参照），これを

もって殊更に余裕を確保していると見ることは出来ない。耐専式を用いる場合で

もアスペリティ位置を変えたケースを有意に考慮することも出来るが，債務者は

これさえ行っていないようである。 

 無論，内陸補正をするよりもしない方が保守的な想定ではあるが，これでは耐

専式のばらつきのうち，２σはおろか，１σも補えない。 

(6) 小括 

債務者がわずかな「不確かさの考慮」しか行っていないのは，経済合理性のた

めに，基準地震動を出来るだけ低く抑えようという意図の下，耐専式のばらつき

に関する研究成果を参照しないことに決めたからだという他ない。耐専式のばら

つきは統計的に明らかであるのに，債務者はこれを不当に無視ないし軽視してい

る。 

債務者の耐専式に係るばらつきの無視ないし軽視は，実用発電用原子炉及びそ
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の附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈別記２第４条二⑤，

審査ガイド 3.3.3（１）及びＳＳＧ－９の 7.1(3) ，同(4)(ⅳ)に違反する瑕疵ある

ものである。 

 ２ 耐専式排除の恣意性 

   債務者は，５４ｋｍ鉛直，６９ｋｍ鉛直及び１３０ｋｍ鉛直の３ケースについ

て，耐専スペクトルの検証データが少ない範囲であること，及び内陸補正をして

もその他の距離減衰式と大きく乖離することの２つを理由に，その適用を排除し

ているようである。だが債務者の資料上，これらのケースについても北傾斜ケー

スと同様に耐専式を適用すれば，６５０ガルはおろかクリフエッジの８５５ガル

をも超える応答スぺクトルが導かれることが明らかになっており（甲Ａ９８の１・

１２２，１２４，１２６），これらのケースで耐専式の適用を排除するのは問題であ

る。 

   日本では阪神淡路大震災を機に地震観測網が整備されることとなったが，耐専

スペクトルは，同震災前である１９８０年から１９９１年までに観測された４４

地震２１４波形を元に作成されたもので，そのために震源近傍の観測記録がデー

タベースにないのであり，それ以降に多数収集された震源近傍の観測記録によっ

て耐専式の適用性を検証しこれを否定した見解は見当たらない。むしろ，２００

９年の意見交換会において，釜江克宏耐震安全性評価特別委員会委員は，２００

０年鳥取県西部地震（Ｍ７．３）での震源断層のほぼ直上にある賀祥ダム

（Xeq=6km）での地震観測記録につき，「そういうところでもまあまあ使える」

という見解を示し，入倉孝次郎委員長もこれに同意していたのであり（甲Ａ１１

５，１１６），震源近傍の地震動予測についても適用可能と考えられる見解がある

（鳥取県西部地震賀祥ダムの観測記録の耐専式との整合性については，甲Ａ１１２・２６頁

も参照）。 

   もともと耐専式は，本件原発の解放基盤表面のような硬い岩盤（本件原発は
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Vs=2600m/s）上の耐震設計のために作成された距離減衰式で，実際の観測記録

の平均像と概ね整合することは検証されていたはずである。しかも本件原発につ

いて中央構造線断層帯から発生する可能性があるＮＦＲＤ効果を考慮できる利点

があり，だからこそ債務者はこれを基本的な手法として採用していたはずである。 

   一方で，債務者が耐専式の代わりに検討した９つの距離減衰式においては，

NFRD 効果は考慮できず，元データの地盤条件も本件原発敷地の解放基盤表面ま

では対応していない（甲Ａ９８の１・１１０）。鉛直地震動の評価もできないため，

水平方向と上下方向で不整合が生じてしまう。また１００ｋｍを超えるような国

内の長大断層のデータベースがないことは耐専式と変わりがない。債務者が選出

した距離減衰式であれば，前記各ケースにおいて耐専式より精度よく最大の地震

動を予測できるという根拠は特にない。 

債務者が無数にある距離減衰式からなぜ９つの距離減衰式を選定したのか，そ

の理由も定かではない。「日本原子力学会標準 原子力発電所に対する地震を起

因とした確率論的リスク評価に関する実施基準：2015」（甲Ａ８６・３３９頁）では，

「原子力発電所施設に対しての適用性が高いと考えられる距離減衰モデル」とし

て，耐専式の他，「安中他の式 (1997,R)」「安中他の式 (1997,Xeq)」「大野他の式

(1999,Xeq)」「Abrahamson＆Silvia の式 (R,1997)」の５つが掲げられているが，

債務者はこれらをいずれも使用していない。 

債務者が一部のケースにつき耐専式の適用を排除したのは恣意的と言わざるを

得ず，地震動を過小評価するために「その他距離減衰式」を選定した疑いが濃厚

である。 

 ３ 南傾斜の考慮排除の問題 

   債務者は南傾斜のケースを断層モデルにおいてはわずかに考慮しているが，応

答スペクトルに基づく地震動評価においては，「断層最短距離を用いた距離減衰

式で評価することとなるため，地震動は鉛直ケースと同じになる」とし，事実上
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考慮していない。 

だが敷地前面海域の断層が南傾斜となっている可能性については，岡村眞・高

知大学総合研究センター防災部門特任教授によって，「伊方原子力発電所周辺の

地質条件から，断層より南側の地盤がやや高くなっていることは明らかで，南傾

斜で南側上がりの逆断層成分をもつ横ずれ断層と考えるべきである。伊方原子力

発電所は，緑色片岩の上に建設されているが，地下１２㎞位の深いところで作ら

れた緑色片岩が地表面に達している。これ自体，地盤が隆起してきたことを裏付

けている。これも，フィリピン海プレートが沈み込みながらユーラシアプレート

を圧迫して，地盤を隆起させてきたものと考えられる。」（甲Ｂ７２・７頁）と指摘

されている通り，現実的に考えられる。同様の指摘は石橋克彦神戸大学名誉教授

からもなされている（甲Ｂ７３・１９２頁）。南傾斜の場合，震源が敷地直下に近づ

くため，より大きな地震動が敷地を襲う可能性が高い。このときの影響は，耐専

式のような等価震源距離（Xeq）をパラメータとしている距離減衰式であれば考

慮できる一方，債務者が採用した断層最短距離（R）をパラメータとする９つの

「その他距離減衰式」では考慮できない。 

債務者は，断層モデルにおいて南傾斜を考慮しているので問題ないと主張する

かもしれないが，後記の通り，断層モデルではあらゆる手段によって地震動が過

小評価されるため，地震動の保守的な評価のためには全く役に立たない。応答ス

ペクトルに基づく手法において可能な限り厳しい想定を盛り込める距離減衰式の

適用を考慮してはじめて十分に保守的な評価が期待できる。 

この点からしても，債務者が多くのケースで耐専式の適用を排除し「その他距

離減衰式」を適用したのは恣意的といわざるを得ない。 

また敷地前面海域の断層が南傾斜の場合，本件原発は逆断層の上盤側となって

しまうことも大変重要である。岡村教授も，「逆断層の上盤側は，下盤側に比べて，

より大きな加速度，変位量，速度を発生させることが１９９９年に台湾で起きた
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集集地震((注)ＭＷ７．７)，２００５年のパキスタン北部地震((注)ＭＷ７．６)の

被害実態から明らかになっており，伊方原子力発電所においても，上盤側は，下

盤側に比べてより大きな加速度，変位量，速度を想定しなければならない。」（甲

Ｂ７２・８頁）と指摘している。ＳＳＧ－９（甲Ａ９６）5.6 でも距離減衰式で上盤

効果を考慮すべきことが明記されており，地震調査研究推進本部は２０１３年の

報告書で，「平成１６年（２００４年）新潟県中越地震でも指摘されたように，逆

断層の上盤効果を考慮出来るように震源近傍での距離減衰式を補正すること」（甲

Ａ１１６・２１０頁）と，逆断層の上盤効果の考慮の必要性を述べている。 

だが債務者はこのような補正をしておらず，その地震動評価には著しい過誤，

欠落があるというべきである。 

４ 断層が敷地から遠ざかる方向に延びる場合の過小評価 

   債務者は北傾斜のケースについては，５４ｋｍ，６９ｋｍ，１３０ｋｍ，４８

０ｋｍそれぞれにつき耐専式をあてはめているが，地震動がもっとも大きく評価

されているのは６９ｋｍのケースであり，次いで５４ｋｍ，１３０ｋｍとなり，

４８０ｋｍのケースが地震動は最も小さく評価されている。これは，耐専式が等

価震源距離というパラメータを用いているためであり，断層が敷地から遠ざかる

方向に長くなると等価震源距離が長くなり，松田式で地震規模が多少大きく評価

されてもその効果を打ち消してさらに余りある程，地震動を小さくさせてしまう

からである。 
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【甲Ａ９８の１ 平成２６年１１月７日付け適合性審査資料 
「伊方発電所 地震動評価 震源を特定して策定する地震動（中央構造線断層帯地震動評価）と

基準地震動の策定（コメント回答）２２２頁】 

 

しかし，４８０ｋｍのケースは１３０ｋｍのケースを，１３０ｋｍのケースは

６９ｋｍのケースを，６９ｋｍのケースは５４ｋｍのケースを，それぞれ包含し

ているのであり，断層が短い方が地震規模は小さく評価されているにもかかわら

ず地震動が大きくなるという地震動予測結果を科学的に正当化することは，不可

能である。 

 これは，耐専式が抱える大きな欠点である。債務者は，耐専式を用いて１３０

ｋｍや４８０ｋｍのケースを評価するのであれば，この点の問題を解決する方法

を提示すべきであり，これを行わないままでは不合理な地震動評価という他ない。 

 ところで，本件原発につき最終的に基準地震動 Ss-１H（６５０ガル）を導く

上で，もっとも影響を与えたケースは，耐専式を用いた６９ｋｍ北傾斜のケース

（M＝７．９，Xeq=２０．４ｋｍ）ということになっている。一方，関西電力が

69km 

54km 

130km 

480km 
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高浜原発につき基準地震動 Sｓ－１（７００ガル）を導く上で最も影響を与えた

のは，FO-A～FO-B～熊川断層（L=６３．４ｋｍ，M＝７．８，Xeq＝１８．６

ｋｍ）につき，高浜原発に近づくよう傾斜角を変えた傾斜角７５°ケースに耐専

式を当てはめたものであった。 

債務者において傾斜角を変える等により等価震源距離が短くなるケースを適切

に評価していないことや，長大な断層から発生する地震動を適切に評価していな

いことが，より近くに長くて危険な活断層がある本件原発の基準地震動の方が小

さいという，不合理な結果を導く原因となっていることが明らかである。 

 

 ↑ 関西電力の適合性審査資料から抜粋。 

   基準地震動にもっとも影響を与えた FO-A～FO-B～熊川断層（３連動）は，高浜原発

敷地から１５ｋｍ程離れており，断層の長さも６０ｋｍ余りであるが，計算の妙で本件

原発よりも基準地震動が大きくなっている。 

 

 藤原広行氏は，高浜原発が基準地震動を超える確率は１～２割と話している（甲

Ａ１２）が，敷地前面の中央構造線断層帯が動くケースでは，本件原発で基準地震

L=63.4km，断層最短距離 
約 15kmでも，耐専式を排除
しなければ 700ガルにはなる 
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動を上回る確率は１～２割を遙かに超えるであろう。 

５ その他の距離減衰式のばらつき 

   債務者は，「応答スペクトルに基づく手法」において，耐専式（Noda et al.（２

００２）の方法）以外にも９つの「その他距離減衰式」を用いているが，距離減

衰式は基本的に地震規模と震源からの距離という簡便なパラメータ設定で平均的

な応答スペクトルを導くものに過ぎないから，耐専式と同様，標準偏差で倍半分

程度の誤差は避けられない。 

   例えば翠川三郎・大竹雄著「地震動強さの距離減衰式にみられるバラツキに関

する基礎的分析」（甲Ａ１１７・５９頁）には，「距離減衰式は簡便に地震動強さを

予測できるが，既往の式の標準偏差は常用対数で０．２～３（自然対数で０．４

～０．７）程度の値をとる場合が多く距離減衰式からの予測値と観測値との間に

はかなりの大きさのバラツキがある」と記載されている。「常用対数で０．２～３

（自然対数で０．４～０．７）」は真数に直すと，おおむね１．６から２を意味す

る。 

   内山泰生・翠川三郎著「距離減衰式における地震間のばらつきを偶然的・認識

論的不確定性に分離する試み」（甲Ａ１１８・３８頁）では，「距離減衰式の標準偏

差が自然対数で０．７～０．８」と記載されている。これは真数でおおむね２．

０～２．２を意味する。 

   債務者が，基準地震動の策定に距離減衰式を用いる場合，少なくとも２σのば

らつきを考慮すべきことを先に述べたが，距離減衰式の一般的なばらつきが標準

偏差で２倍程度であるなら，２σ＝４倍程度のばらつきを考慮しなければならな

いことになる。 

   しかも，債務者が採用した「その他距離減衰式」では，耐専式では考慮された

ＮＦＲＤ効果も考慮されていないため，その分過小評価となるおそれがある。 

   だが，債務者は「その他距離減衰式」について，何らばらつき（不確かさ）を
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考慮した形跡がない。これらの不確かさを適切に考慮すれば，少なくとも一部周

期帯では基準地震動 Ss-1H を超えると考えられ，これを考慮しない基準地震動の

評価にはやはり看過し難い瑕疵がある。 

 

第６ 「断層モデルを用いた手法」について 

 １ 「レシピ」の精度は「倍半分」 

   「断層モデルを用いた手法」では，一般に地震調査研究推進本部が作成した「震

源断層を特定した地震の強震動予測手法」（「レシピ」）（甲Ａ１１９）と言われる

多数の関係式にパラメータを当てはめて応答スペクトルを導くことになる。 

「レシピ」の適用のためには，「応答スペクトルに基づく手法」である距離減衰

式による地震動評価よりも多くのパラメータ設定をしなければならず，距離減衰

式等が「簡便法」と呼ばれるのに対して「詳細法」といわれることもある。しか

し，この「詳細法」たる「レシピ」には根本的なモデルの設定の問題があり，精

度は決して十分でない。 

武村雅之氏は，２０００年（平成１２年）の段階で，「こと強震動予測に関して

は，賢明な実務者ならば，最近の煩雑な断層モデルによる評価を行っても，観測

記録をもとに経験的に作成した従来の距離減衰式による評価以上に予測精度が向

上しないことをすぐに見抜かれるに違いない」「現状での断層モデルによる強震

動予測は決して距離減衰式による予測を精度的に上まわるものではなく，実務者

から見れば唯々煩雑にしか見えない」「学問の成果が社会で利用されるためには，

モデルの信頼性が相当程度保証される必要がある。強震動予測技術はまだその手

前の段階」「スケーリング則は言うまでもなく断層面上で応力降下量一定を仮定し

た結果であるが，将来ある地域で発生する地震の応力降下量が，同じ内陸地殻内

地震といえども，異なる地域で発生した過去の地震の平均値に一致していなけれ

ばならないという必然性はない」「震源パラメータや強震動に関する成果も，あ
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くまで過去の現象を整理し解釈したに過ぎず，将来発生する地震がそれらの延長

線上にあるという思いこみが無ければ，強震動予測に必要な震源のモデル化はで

きないのが現状である」等とこれを実用化することについては強い懸念を示して

いた（甲Ａ１２０「日本列島における震源断層のスケーリングと近傍での強震動および被害」

８２頁）。 

「レシピ」が推本に採用された後の２００８年（平成２０年）にも武村氏は，

「予測技術のレベルは未だ研究段階にあり，普遍的に社会で活用できる域に達し

ているとは言い切れない」「内陸地殻内地震に関してはどのように震源域の周辺

に歪が集中してゆくのか，その原因は未だによく分からない」「レシピが作られて

も，内陸地震の震源の理解には不十分な面があり，モデル設定に関し不確定さが

残っている」と指摘した上，「活断層の調査結果をもとに強震動予測をストレート

に耐震設計に結び付けているのは原子力発電所のみ」と述べている（甲Ａ９９）。

原発以外で活断層の調査結果に基づく強震動予測が耐震設計に利用されていない

のは，その精度や信頼性が十分ではないからである。 

   最新の推本の「レシピ」でも，冒頭に，「『誰がやっても同じ答えが得られる標

準的な方法論』を確立することを目指しており，今後も強震動評価における検討

により，修正を加え，改訂されていくことを前提としている」（甲Ａ１１９・付録３

－１）と述べられている。裏を返せば，未だ「レシピ」は「標準的な方法論」と

して確立されたものではなく，解析者が違えば違う答えが得られるような不完全

なものに過ぎないので，随時の修正・改訂が必要だということである。入倉氏（推

本の強震動評価部会元部会長）も，平成２１年に「地震動予測研究の到達点と次

世代型への脱皮」という論文で，「現状ではいまだ開発途上」と述べている（甲Ａ

１２１・２頁）。 

   纐纈一起東京大学地震研究所教授（地震調査研究推進本部地震調査委員会強震

動評価部会部会長）は，「（『レシピ』は）実際に起きた地震の地震動について，
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地震後判明したパラメータを用いても観測記録を完璧には再現出来ず，倍半分程

度の誤差が生じるのが通常です。」（甲Ａ７０）と述べている。 

   「レシピ」は推本によって作成され，断層モデルの中ではもっとも信頼度の高

い手法とされているものだが，それでも倍半分以上の予測誤差がある。本件で債

務者はほとんど「レシピ」にない手法を採用しており，その信用性はさらに低い。 

   以上の通り，「断層モデルを用いた手法」は，現在も開発途上であり，地震後判

明したパラメータを用いても観測記録を再現できず倍半分程度の誤差が生じるの

が通常というのであるから，精度よく強震動が予測できると期待できるようなも

のではない。「断層モデルを用いた手法」の精度は，たとえ詳細な調査や適正な経

験式の適用を前提としても，「応答スペクトルに基づく地震動評価」（松田式＋距

離減衰式による地震動評価）と同じかそれ以下であるから，十分に余裕を持って

誤差評価をしなければ，原発の耐震設計に用いることはできない。「断層モデルを

用いた手法」が詳細なパラメータ設定を必要とするからといって，この精度や信

頼性を過大に評価すべきではない。 

   しかし「断層モデルを用いた手法」では，元々適用するパラメータの数や経験

式，理論式等の選択肢が多く，「応答スペクトルに基づく手法」よりも恣意的な地

震動評価が容易であり，しかも長大断層については知見の集積が乏しくスタンダ

ードといえるような手法はほとんどない。債務者はこの状況を悪用している。そ

の結果，債務者が「断層モデル」によって導いた地震動は，「応答スペクトルに基

づく手法」によって導かれたものよりも，さらに大きく過小評価されている。 

 ２ 選出されたスケーリング則の妥当性 

  (1) 長大な断層のスケーリング則 

    現段階で活断層の長さが１００ｋｍを超えるような長大な断層の評価につい

ては，観測例や研究成果が少ないため「レシピ」にも具体的な記載が少なく，

信頼度の低いスケーリング則による断層モデルしか構築できない。 
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    債務者は，断層モデルのスケーリング則に壇・他 (2011) （甲Ａ１０６）を基

本的に採用し，これによって４８０ｋｍ，１３０ｋｍ，５４ｋｍのそれぞれの

ケースについて地震モーメント，平均応力降下量及びアスペリティ応力降下量

を算定している。しかし，この手法を本件原発の基準地震動策定の基本的手法

として採用するためには，いくつかの問題がある。 

    まず，壇・他 (2011) に従う限り，平均的応力降下量は一律３４bar,アスペ

リティ応力降下量は一律１２２bar となる（甲Ａ１０６・２０４８頁表２）が，こ

れは Irie et al. (2010) において震源断層の幅Ｗｍａｘを１５ｋｍと仮定した

動力学的断層破壊シミュレーションによって導かれた数値に過ぎない。壇・他 

(2011)で取り上げられた国内９地震の平均断層幅１２．０ｋｍとも，本件原発

の「４８０ｋｍ･９０度」の基本ケースの平均断層幅１２．２ｋｍとも異なるた

め，これを本件に直接当てはめるべきではない。大阪府立大学名誉教授の長沢

啓行氏の意見書によると，Ｗｍａｘ＝１２ｋｍとするのであれば，平均的応力

降下量は４３bar としなければ壇・他 (2011)  のスケーリング則と矛盾するこ

ととなる（甲Ｂ５７・３２頁，甲Ｂ６６・２１頁）。壇・他 (2011) において採りあ

げられた日本国内における横ずれ断層による内陸地震の断層パラメータ（甲Ａ

１０６・２０４５頁表１）上，平均動的応力降下量は，９地震で平均約５１bar，

最大は１９３０年北伊豆地震の１０２bar である。これを一律３４bar とする

ことについては，少なくとも十分な保守性の確保を要する原発の基準地震動評

価の上では合理性を有するとは言いがたく，過小評価のおそれが大きい。 

    また，壇・他 (2011) では，震源断層の長さが約８０ｋｍを超えると平均す

べり量はほぼ３００ｃｍで一定という結論を導くことになっている（甲Ａ１０

６・２０４８頁）。しかし，東京大学地震研究所の纐纈一起教授が指摘する通り，

すべり量は，断層が連動しても変わらないという考え方と，断層の連動が長く
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なれば大きくなるという考え方 8があり，中央構造線地震帯がどちらなのかは

分からない（甲Ｂ７４）。どちらの見解もあり得る以上は，認識論的不確定性の

問題としてより大きな地震動評価をもたらす方法を採用すべきである。推本は

当麻断層－伊予灘西部断層において，最大の想定として，ずれの量をすべての

区間で７ｍと仮定して各区間においてモーメントを算出している（甲Ｂ４７･７

８頁）が，原発の耐震設計においては最低限，この推本の評価を用いるべきで

ある。債務者は経済性を重視して特段の合理的理由なく危険な想定をしている

と断ずる他ない。 

    壇・他 (2011) は未だ新しい研究成果であり，十分な学術的検討や検証を経

たものではない。この妥当性については，今後の専門家による検証を経て判断

されるより他ないが，この論文の執筆者である壇一男他３名は，原子力施設の

コンサルタント会社である株式会社大崎総合研究所に所属しており（甲Ａ１２

３），壇らが依頼者である原子力事業者の便宜のために地震動評価が小さくなる

ような研究を行った疑いは拭えない。中立公正な第三者によってこの手法の妥

当性が十分に確認されない限り，かかる手法を本件原発の耐震設計に用いるべ

きではない。 

    債務者は，スケーリング則の違いによる影響評価を行うため，Fujii＆

Matsu’ura（2000）による評価も行っているが，この手法には壇・他 (2011) と

ほぼ同じ問題があり，地震動の過小評価の問題を解消することになっていない。

確かに Fujii＆Matsu’ura のスケーリング則の一部は「レシピ」で紹介されてい

る手法である（甲Ａ１１９付録３－１０）が，「レシピ」にも記載されている通り，

応力降下量３．１Mpa，アスペリティ応力降下量約１４．４Mpa というのは，

                                            
8 栗山雅之ほか「地震規模予測の考え方の違いが長大活断層で発生する地震の強震動

予測結果にもたらす影響の評価－糸魚川-静岡構造線活断層帯北部・中部を震源断層と

して」（甲Ａ１２２）では t-L model と s-L model として強震動予測結果を比較してい

るように，長大活断層の変位量と地震モーメントについては異なる２つの考え方があ

る。 
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Ｗ＝１５ｋｍと設定する等いくつかの条件下で導出された値であり，その適用

範囲等については今後十分に検討されなければならない暫定値に過ぎない。当

該手法を適用することによる不確実性を十分に見込まなければ，万が一の深刻

な事態を考慮しなければならない原発の耐震設計に適用できるものにはならな

い。 

 ＳＳＧ－９に従う限り，まず最大潜在マグニチュードを評価するのが本来の

手法である筈が，債務者は断層モデルにおいても，最大マグニチュードを評価

しようという姿勢が欠如している。債務者は，１３０ｋｍと４８０ｋｍの各ケ

ースにつき，「レシピ」に記載された入倉・三宅 (2001) の式を適用していない

が，「レシピ」では入倉・三宅 (2001) の式によって地震モーメントを推定する

場合の上限を，Mo=1.0×1021 (N・m) としている（甲Ａ１１９・付録 3－4）。こ

れを入倉・三宅 (2001) の式を使って震源断層の面積に直すと，４２４０ｋｍ³

である。ところが，債務者は４８０ｋｍで壇の手法を用いた際，基本ケースで

断層面積を６１２４ｋｍ³としながら，地震モーメントは上限を下回る５．３０

×１０２０と算出している（甲Ａ９８の２・８頁）。つまり，壇・他 (2011) では，

「レシピ」における入倉・三宅 (2001) の上限を超える震源断層を当てはめた

場合でも，上限の半分程度の地震モーメントしか算出されないのである。「レシ

ピ」よりも大幅に地震モーメントを過小評価していることを，規制委員会は正

さなければならなかったが，そのような審査が行われた形跡はない。 

例えば，松島信一ほか「内陸地殻内の長大断層で発生する地震に関するスケ

ーリング則」（甲Ａ１２４・１２０頁）では，入倉・三宅 (2001) の式も長大断層

について適用除外とはなっておらず，地震モーメントの上限を与えるものであ

って，長大断層の地震モーメントを推定することは可能とされている（同旨・甲

Ａ１２５）。無論この見解についても認識論的不確実性の問題は検討されなくて

はならないが，長大断層の最大マグニチュードを算出する上では十分参考にな
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る見解である。 

    長大な断層に適用する上で十分に保守的と考えられるスケーリング則を採用

しない限り，債務者の基準地震動評価は著しい過小評価となることを避けられ

ない。 

(2) ５４ｋｍケースでのスケーリング則 

      債務者は５４ｋｍケースについて壇・他 (2011) のみならず入倉・三宅(2001) 

の式（甲Ａ１２６）を用いて地震モーメントを算出しているが，入倉・三宅(2001)

の式については，島崎邦彦・前規制委員会委員により，昨年から再三にわたっ

て地震規模を過小評価するおそれが学会で指摘されている（甲Ａ１０５の１～３）。

入倉・三宅 (2001)による過小評価のおそれは，平成１８年に中央防災会議でも

指摘されている（甲Ａ１２７）。長大断層については地震モーメントの上限を与

えると考えられることが松島・他 (2010) により指摘されたが，それより短い

５４ｋｍの断層については，平均値すら導けないおそれがある。そうであるに

もかかわらず，債務者はこの点を考慮しておらず，また，原子力規制委員会は

この重大な問題を看過しており，その瑕疵は著しい。 

さらに，債務者は１３０ｋｍと４８０ｋｍのケースのみならず，５４ｋｍの

ケースにも Fujii＆Matsu’ura のスケーリング則を用いて応力降下量を３．１

Mpa に過小評価している。「レシピ」では Fujii＆Matsu’ura による応力降下量

３．１MPa は長大な断層についてのみ暫定的に適用が認められている（甲Ａ１

１９・付録３－１０）ものであり，これを５４ｋｍケースに適用することは明ら

かに「レシピ」の誤用である。 

 ３ 「断層モデル」のばらつきについて 

 （1）総論 

「断層モデル」に用いられている各種経験式についても，基本的に地震の平

均像を示すことを意図するもので，当然ばらつきがある。 
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ＳＳＧ－９（甲Ａ９６）では，地震源シミュレーションを使用してサイトでの

地震動を確定させる場合でも，関係式のばらつき，震源モデルシミュレーショ

ンのばらつき，サイト固有の条件によるばらつきを考慮すべきことが規定され

ている（7.1(4)(ⅳ)）。これについて，不確実性を二重に数えることは避けるべ

きとされている（同(5)）が，偶然的不確実性及び認識論的不確実性の考慮の問

題とは別に，ばらつきの考慮が規定されていることに留意しなければならない。 

「原子力発電所に対する地震を起因とした確率論的リスク評価に関する実施

基準：2015」（甲Ａ８６・３６２頁）でも，「断層破壊シナリオ作成のレシピで用

いられている経験的関係は，あくまで平均的なものであり，現実にはばらつき
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

をもった経験量
．．．．．．．

である。地震ハザード評価にあたっては，それぞれの
．．．．．

パラメー

タのばらつきを考慮する必要がある」とされており，今後発生し得る最大の地

震動を想定しなければならない基準地震動の策定においては，「レシピ」の適用

においても，その各経験式が有するばらつきが十分考慮されているかどうかが

問題となる。 

しかし債務者は関係式等のばらつきの考慮は行っておらず，その「不確かさ

の考慮」でも偶然的不確実性・認識論敵不確実性の捕捉は不十分である。  

 (2) 震源パラメータに係る経験式が抱えるばらつき  

      「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」（甲Ｂ６２）3.2.3（２）で

は，「震源モデルの長さ又は面積，あるいは１回の活動による変位量と地震規模

を関連づける経験式を用いて地震規模を設定する場合には，…経験式は平均値

としての地震規模を与えるものであることから，経験式が有するばらつきも考

慮されている必要がある」と規定されている。 

      断層モデルを用いた手法では，震源断層の面積から地震規模（地震モーメン

ト）を求める式として，壇・他 (2011) ，Fujii＆Matsu’ura（2000），入倉・

三宅 (2001) の式がそれぞれ用いられているが，これらの経験式は平均値とし
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ての地震規模を与えるべく提案されたものであって，ばらつきを内包するもの

であるため，前記ガイドの規定やＩＡＥＡの基準に従う限り当然これを考慮し

なければならない。しかし債務者ないし原子力規制委員会はこれを考慮してい

ない。 

    入倉氏らによると，震源断層面積から地震モーメントを求める式のばらつき

は１．６倍（標準偏差σ = log101.6），アスペリティ総面積と総断層面積との関

係式（Sa(km)＝0.215×S(km2)）のばらつきは１．３４倍（標準偏差σ = 

log101.34）である（甲Ａ１２８「強震動予測のための修正レシピとその検証」５６４頁）。

「断層モデルを用いた手法」はこういったばらつきのある関係式の組み合わせ

であり，その定量的評価は十分可能であるはずが，債務者はこの評価を怠って

いる。 

強震動の予測手法としてスケーリング則を用いるとしても，十分なばらつき

の考慮をしなければ，将来の大地震において本件原発の安全性を確保すること

はできない。 

  (3) グリーン関数法のばらつき 

    「レシピ」では，工学基盤上面までの強震動の計算方法として幾つかの手法

が提案されており（甲Ａ１１９・付録３－２４），債務者はこのうち半経験的手法

の１つである「経験的グリーン関数法」を用いている。 

    経験的グリーン関数法は，「レシピ」上，「想定する断層の震源域で発生した

中小地震の波形を要素波（グリーン関数）として，想定する断層の破壊過程に

応じて足し合わせる方法」とされているが，債務者は，中央構造線断層帯から

発生する内陸地殻内地震とはまったく性質が異なる，２００１年３月２６日に

安芸灘で発生した海洋プレート内地震１つだけを要素地震として採用しており，

「レシピ」に記載されている方法にさえ明らかに反している。海洋プレート内

地震は内陸地殻内地震よりも応力降下量が大きくなる性質を有するが，グリー
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ン関数法では応力降下量の比によって強震動計算が行われることになるため，

海洋プレート内地震を要素地震とすると過小評価のおそれが高い。 

    債務者は，４８０ｋｍモデルについて統計的グリーン関数法による応答スペ

クトルと比較し，経験的グリーン関数法と整合的であると述べているが，少な

くとも北東方向の周期０．３秒以上では経験的グリーン関数法が統計的グリー

ン関数法よりも大幅に地震動を過小評価する結果が示されており（甲Ａ９８の

１・１５４頁），これを「整合的」というのはあるべき慎重さに欠ける。 

    債務者のグリーン関数法については再検討を行った上，そのばらつきを評価

することが行われない限り（グリーン関数法のばらつきについては甲Ａ７３「強震動

予測レシピに基づく予測結果のバラツキ評価の検討 ～震源パラメータのバラツキについ

て～」５３頁を参照），ＳＳＧ－９が要求する震源モデルシミュレーションのばら

つきを考慮したことにはならず，審査ガイド 3.3.2（４）②１）が要求する経験

的グリーン関数法の要素地震の設定の妥当性にも欠ける。 

  (4) 認識論的・偶然的不確定性の考慮の不十分さ 

    債務者は断層モデルにつき，断層の長さやスケーリング則の他，アスペリティ

深さ，破壊開始点，応力降下量，断層傾斜角，破壊伝播速度，アスペリティ平

面位置といったパラメータを変動させた「不確かさの考慮」を行っているが，

なぜそのような「不確かさの考慮」で十分と言えるのか，これによりどの程度

の余裕が設けられたのかは，定かではない。 

   株式会社ニュージェック（原発関係の仕事を請け負う土木系コンサルタント

会社）所属の山田雅行氏らは，レシピに基づいた強震動予測のばらつきの研究

として，認識論的不確定性と位置づけられる巨視的震源パラメータ（地震モー

メントや平均応力降下量など。）やアスペリティの数，アスペリティの面積，破

壊形態といったパラメータは除外した上で，アスペリティの位置，アスペリテ

ィの強度（アスペリティの地震モーメントなど），fmax（高域遮断周波数），破
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壊伝播速度，破壊開始点という一部の偶然的不確定性に係るパラメータのみを

対象とし，森本・富樫断層帯をモデルにして，短周期帯域の統計的グリーン関

数法を用いてＶｓ＝３，０００ｍ／ｓの地震基盤における強震動予測をし，強

震動予測結果のばらつき評価を行った（甲Ａ１３０「強震動予測レシピに基づく予測

結果のバラツキ評価の検討～逆断層と横ずれ断層の比較～」，甲Ａ７０も参照）。 

その結果，ＰＧＡ（最大地表加速度）の常用対数標準偏差（ばらつき）は，

横ずれ断層で全周期平均０．２７６，最も値が大きい０．５秒と１．０秒の応

答スペクトルで０．３３～０．３６と算出されている。真数に直すと，ばらつ

きは全周期平均約１．８９倍，周期０．５秒と１．０秒では約２．１４～２．

１７倍である。つまり，アスペリティの位置，アスペリティの強度，破壊伝播

速度，破壊開始点という，偶然的不確定性に係る一部の微視的震源パラメータ

に限定しても，標準偏差レベルで倍半分程度のばらつきがあるということであ

る。アスペリティの数，アスペリティの面積，fmax，破壊形態といった，除外さ

れた偶然的不確定性にも係るパラメータも考慮するならば，「レシピ」における

微視的震源パラメータの偶然的不確定性に係るばらつきは，標準偏差で２倍を

超えることになる。 

    債務者が行っている「不確かさの考慮」によって導かれる最大加速度は，考

慮するパラメータの少なさ，パラメータを変動させる幅の狭さ，ばらつきの重

畳考慮の不足等が原因となり，概ね基本ケースの２倍以下となっている。これ

では断層モデルを用いた手法に伴う標準偏差（１σ）レベルのばらつきさえ十

分に補うことはできない。 

    また，アスペリティ面積比（アスペリティの大きさ）も地震動評価に大きな

影響を与えるパラメータであることが既往の研究によって報告されている（甲

Ａ１３０「強震動予測レシピに基づく予測結果のバラツキ評価の検討～逆断層と横ずれ断

層の比較～」１０８頁，甲Ａ１２９「強震動予測レシピに基づく予測結果のバラツキ評価
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の検討～震源パラメータのバラツキについて～」５３頁，甲Ａ１３１「地震動シミュレー

ションにより評価した地震動強さのバラツキ」３４－５）。規則の解釈別記２第４条５

項二⑤では，アスペリティの大きさについても「必要に応じて不確かさを組み

合わせるなど適切な手法を用いて考慮すること」と規定されているが，債務者

はこれを「予め震源モデルに織り込む不確かさ」としており，適切な考慮を行

っているとは言えない。 

強震動予測のバラツキの評価については研究が進展しているのであり，債務

者は本来，既往の研究成果を活かして，可能な限り根拠を明確にした定量的な

「不確かさの考慮」を行うべきであるが，この義務を怠っている。 

    特に重要性が高いパラメータであるアスペリティ応力降下量につき，入倉孝

次郎教授は新聞社のインタビューで，「（恣意的な部分があるとしたら）（断層

がずれた時のエネルギーを示す）応力降下量だ。評価に最も影響を与える値で，

（四電が不確かさを考慮して）１．５倍にしているがこれに明確な根拠はない」

（甲Ａ２１）と述べている通り，アスペリティ応力降下量が１．５倍ないし２０

ＭＰａでなければならない根拠はない。「強震動予測レシピに基づく予測結果の

バラツキ評価の検討～逆断層と横ずれ断層の比較～」（甲Ａ１３０・１０９頁）に

よると，横ずれ断層の場合，アスペリティ応力降下量が地表最大加速度（ＰＧ

Ａ）に与える影響の標準偏差（σ）は常用対数で約０．２４５となる。これは

真数で約１．７６である。こういった研究成果を根拠にすれば，応力降下量を

１．５倍した程度では，２σはおろか１σ程度の地震動のばらつきを補うこと

にもならないことが分かるはずである。しかも近時の地震では，アスペリティ

応力降下量が２０Mpaを超える例は珍しくない 9。債務者は「不確かさの考慮」

でようやく２０～２１．６ＭＰａを考慮する状況であるが，実際に敷地前の活

                                            
9 2000 年鳥取県西部地震（M7.3）では 2 アスペリティで平均応力降下量は 28.0MPa と 14.0Mpa
（甲Ａ７６）,2007 年能登半島地震(M6.9)では 3 アスペリティで 20MPa,20MPa,10MPa（甲Ａ７

７），新潟県中越地震(M6.8)では 3 アスペリティで 23.7MPa,23,7MPa，19,8MPa（甲Ａ７８）と

評価されている。 
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断層が動いた場合はこれを超える可能性が十分にある。 

    なお，応力降下量を１．５倍するようになった経緯は，新潟県中越沖地震に

おいて震源特性により地震動が１．５倍となったことの教訓からである。審査

ガイド 3.3.2（４）①２）では，「不確かさの考慮」とは別に「アスペリティの

応力降下量（短周期レベル）については，新潟県中越沖地震を踏まえて設定さ

れていることを確認する」と規定されており，審査ガイドを素直に解釈する限

り，基本ケースとして短周期レベルを１．５倍することが求められている。 

(5) 小括  

    債務者は，「断層モデルを用いた手法」において，壇・他 (2011) 等の本件

への適用性，信頼性，妥当性が不十分な手法を用いており，地震動を過小評価

していると断じざるを得ない。 

また，債務者は，ＩＡＥＡの基準を無視して最大の地震規模を求めようとは

せず，関係式等のばらつきも無視し，その「不確かさの考慮」も，偶然的不確

定性によるばらつきの標準偏差程度しか補えておらず，原子力基本法等が要求

する確立された国際基準も踏まえていない。 

 

第７ 専門家からの警告 

地震学者，地震工学者らは，中央構造線断層帯から発生する地震動について債務

者が過小評価していることを，以下のように異口同音に発している。それぞれの立

場に応じて言葉のニュアンスは違っているが，多くの専門家が債務者の評価に疑問

を抱き警告を発している事実は変わらない。債務者はこれらの警告をもっと真摯に

受け止めるべきであり，少なくともそれまでは本件原発の稼働は認められるべきで

はない。 

 

・石橋克彦・神戸大学名誉教授（甲Ａ１３５） 
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「敷地の全面に国内最大級の断層帯（中央構造線）があるにもかかわらず，基準地

震動を最大６５０ガルとしたのは信じ難いほどの過小評価だ」 

・岡村眞・高知大学総合研究センター防災部門特任教授（甲Ｂ７２・９頁） 

「少なくとも１０００ガル，２０００ガル以上も当然ありうるものとして想定しな

ければなりません」 

・都司嘉宣・元東京大学地震研究所准教授（甲Ｂ７５・２４頁） 

「現在１７カ所ほどある日本の原発の内，『ここだけは地震学者としてやめてくれ』

と言いたい場所が３カ所ある…浜岡原発がワーストワンならば，愛媛県の伊方原発

はワースト２位であろう。すぐ５ｋｍ前面の海域を中央構造線が走る伊方原発は，

１０００年に一度，震度６強から７の揺れと，６～１０ｍの津波の来襲は免れない。

しかも，震源にごく近い位置にあるため，短周期振動成分を多く含むハンマーで殴

られたような衝撃性の強い揺れの直撃はまぬがれない」 

・入倉孝次郎・京都大学名誉教授（甲Ａ２１） 

「資料を見る限り，５７０ガルじゃないといけないという根拠はなく，もうちょっ

と大きくてもいい。」「５７０ガルはあくまで目安値」 

 ・纐纈一起・東京大学地震研究所教授（甲Ｂ７４） 

 「印象だが，中央構造線断層帯があれだけ近いのに，この程度で済むのかなという

気はする。５４キロから４８０キロに延ばして，これだけ（基準地震動が５７０ガ

ルから最大６５０ガル）しか変わらないのは違和感がある。（基準地震動が）もう少

し大きくなってもいい気はする。」 

 

第８ プレート間地震 

 １ 高確率で予想されている巨大地震 

   地震調査研究推進本部地震調査委員会（甲Ａ１３６の１～３）及び内閣府（甲Ｃ１

５）は，平成２５年，南海トラフ地震につき，Ｍ８～Ｍ９クラスが３０年以内に
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６０％～７０％という高確率で発生すると発表した。単純計算で，１年間の発生

確率は２％以上になる。これは，本件原発がこの先再稼働を果たし稼働し続ける

ならば，確実に襲来することを前提としなければならないと言える程の高確率で

ある。このうちＭｗ９．０の最大クラスについては，震源域の北西端が本件原発

敷地にまでかかることが想定されている（甲Ａ１３６の３・４０，６３頁）。 

 

【甲Ａ８０の２「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）について」 ９頁 

赤線は最大クラスの地震の震源域】 

 

過去の事例から見て，南海トラフの地震の発生には多様性がある（甲Ａ１３６の

２・７頁，甲Ａ１３６の３・３７頁，甲Ａ１３７「南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能

性について」７頁）。基準地震動の年超過確率を１万年分の１以下にするためには，

将来起こりうる南海トラフ地震にばらつきがある中，何百回とこれが発生するこ

とを想定しても，基準地震動を超過しないと言えるほどの余裕がなければならな

いが，本件原発の基準地震動にそのような余裕があるとは考えられない。 

次の図は，国土地理院が，Ｍｗ９．０を記録した東北地方太平洋沖地震の震源
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域を「断層１」「断層２」という形で示したものである。 

 

【甲Ａ１８８国土地理院作成 

「東北地方太平洋沖地震（2011年３月 11日）の震源断層モデル」】 

 

東北地方太平洋沖地震の場合は，震源域が海上にあったにもかかわらず，はぎ

とり波は女川原発では６３６ガル（東西方向）（甲Ａ１３９「女川原子力発電所におけ

る平成 23 年東北地方太平洋沖地震時等に取得された地震観測記録のはぎとり解析結果（概

要）」），福島第一原発では６７５ガル（東西方向）（甲Ｂ４「国会事故調」２００頁）

となり，それぞれ当時の基準地震動Ｓｓ（女川原発５８０ガル，福島第一原発６

００ガル）を超過した。なお，K-NET・KiK-netで記録された最大加速度は，宮城
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県内陸部に位置する MYG004(K-NET築館)観測点の２９３３ガル(三成分合成値)で

ある（甲Ａ１４０）。 

東北地方太平洋沖地震の例を考えれば，Ｍ９クラスの南海トラフ巨大地震が，

その震源域にある本件原発を襲うと，基準地震動６５０ガルを超える事態も十分

に考えられる。 

そうであるにもかかわらず，債務者はこの最大クラスの地震が発生した場合で

も，地震動は最大でも概ね１８０ガル程度（水平方向）と想定している（甲Ａ９７

の１・９３，９４）。しかも，南海地震が基準地震動を１年間に超過する確率は，１

００万分の１（１０－６）程度と見積もっている（甲Ａ９７の１・１３６）。あまりに

も常識からかけ離れた楽観的評価である。 

纐纈教授は，新聞社のインタビューで，「東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）

は震源が沖合で，陸上の揺れはそれほど大きくなかった。一方，南海トラフ巨大

地震は震源域が一部で陸の下にかかっており，東北地方と同じ規模の地震が起き

れば，もっと強く揺れるはずだ」（甲Ｂ７４）とコメントした。 

石橋教授は著書の中で，「伊方も南海トラフ巨大地震の震源域の上にあるとい

ってよく，ここで原発を運転するのは無謀」「３・１１東北沖地震の震源域の外縁

の上（プレート境界面の深さは６０ｋｍ以上）にあった福島第一原発が６７５ガ

ルを記録した（Ｓｓは６００ガル）から，最大クラスの南海トラフ巨大地震が起

これば，その震源域の北限の真上（プレート境界面の深さは約３５ｋｍ）に位置

する伊方原発の地震動が５７０ガルを大きく越える可能性を否定できない」（甲Ｂ

７３「南海トラフ巨大地震－歴史・科学・社会」１９１頁）と述べている。 

また石橋教授は新聞社のインタビューでも，「（債務者と規制委員会が）南海ト

ラフ巨大地震の影響を軽視してしまった」「伊方原発は震源域の北西端の直上に

あり，影響は甚大」（甲Ａ１３５）とコメントしている。 

規制委員会の活断層の評価を厳しすぎると批判する奥村晃史広島大学大学院教
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授ですら，「（南海トラフ地震によって）６５０ガルを超える地震が起きる可能性

は低いが，リスクがゼロとは言えない」との懸念を表明している（甲Ａ１４１）。 

債務者は，南海トラフ地震についても，こういった地震の専門家の重要な警告

を無視している。 

 ２ 南海トラフ地震の最大クラスはＭｗ８．３？ 

   債務者は，内閣府検討会において，東北地方太平洋沖地震の震度分布に適用さ

れている経験式のパラメータＭｗは８．２～８．３とされ，南海トラフの巨大地

震の検討に用いる経験的手法のパラメータＭｗ８．３と設定されたことから，南

海トラフ巨大地震はＭ９．０であっても地震動評価に用いる地震規模はＭｗ８．

３でよいとしている。しかしこの想定は，原発の基準地震動評価としては明らか

に誤りである。 

   なぜ内閣府検討会が，南海トラフ巨大地震の地震規模と地震動の関係について，

東北地方太平洋沖地震と同じ関係が当てはまると考えたのか，その理論的根拠は

定かではない。だが内閣府検討会は，基本的には一般防災のために，「東北地方太

平洋沖地震と同様な地震が，もし南海トラフで起きた場合」（甲Ａ１４２「南海トラ

フ巨大地震モデルと地震科学の限界」１６２頁）の震度分布等を検討しているに過ぎず，

原発のように一たび重大事故が起きれば極めて深刻な被害が広範囲，長期間に及

ぶ建造物の耐震安全性を検討している訳ではない。より安全性に配慮する必要の

ある個別施設については，個別の設計基準等に基づいた地震・津波の推計が改め

て必要であることは，内閣府検討会も認めている（甲Ａ１４３「南海トラフの巨大地

震による震度分布・津波高について」）。 

東北電力の資料でも，「東北地方太平洋沖地震の地震観測記録は，Ｍｗ８．３の

距離減衰式とよく一致している。」「Ｍ９程度の巨大地震だが，地震動としては，

Ｍ８前半で頭打ちの可能性が示唆される。」と記載されている（甲Ａ１４４「女川原

子力発電所 基準地震動策定のうちプレート間地震について」１５頁）。しかし，この東
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北地方太平洋沖地震の強震動記録をもとに，南海トラフＭ９クラスの地震もそう

なるというためには，相応の理論的根拠を示す必要がある。仮に東北地方太平洋

沖地震がＭｗ８．３相当の地震動しか発生させていないというのが事実であると

するならば，それが東北地方の地域性や偶然的不確定性等によるものでもなく，

南海トラフにおけるＭ９程度の地震にも，必然的に，ないしそれに近い確率で伴

う性質のものであることを論証しなければ，債務者の主張の正当性は裏付けられ

ない。だが債務者はそのような論証を行っていない。 

   Ｍ９クラスの巨大地震が発生する可能性が科学的に否定出来ないことから，Ｍ

９クラスの巨大地震が来るという想定をするのであれば，地震動を導くための関

係式でも，少なくともＭ９.０を前提とするのが，万が一の事態を想定すべき原子

力事業者としてのあるべき姿である。Ｍｗ９．０を想定すると言いながら強震動

予測の際の経験的手法のパラメータをＭｗ８．３とするのは明らかに不合理であ

り，信義則にも悖ると言わねばならない。 

 ３ 内閣府の想定は科学的な最大規模ではない 

   推本や内閣府検討会の最大クラスＭｗ９．０（強震断層モデル）というのは，

確かに従前の既往地震を基にした想定よりは保守的になったものの，南海トラフ

地震として科学的に最大規模の地震というわけではなく，原発の耐震安全性を確

保する上で十分な想定とは言えない。 

   名古屋大学大学院環境学研究科の古本宗充教授は，地震予知連絡会会報（２０

０７年８月）において，「東海から琉球にかけての超巨大地震の可能性」と題する

論文を発表している（甲Ａ１４５，１４６）。 

   古本教授は，「少なくとも御前崎から喜界島にかけての，距離１０００ｋｍを越

える領域を大きく変位させるような，Ｍ９クラスの西日本超巨大地震が，平均し

て約１７００年の間隔で発生した可能性がある」と推測する。その場合，震源断

層の長さは，内閣府の想定していた「最大クラス」の２倍近くになり，本件原発
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は震源域の中央部分北西寄りにすっぽりと入ってしまうことになる。 

 

【甲Ａ１４６「東海から琉球にかけての超巨大地震の可能性」】 

 

   同論文を重視しなければならないのは，２００７年時点において，「地震予知連

絡会会報」という権威のある学術誌で「日本付近でいえば，ここで取り上げられ

る西南日本から琉球にかけての地域はもちろん，東北日本弧や千島弧，場合によ

っては伊豆―小笠原弧ですら対象とすべき」としていた事実である。すなわち，

東日本大震災の発生可能性を指摘していたとも受け取れる。 

   古本教授は，２０１２年の学会でも，縄文海進（約６０００年前）以降に形成

された河岸段丘に基づき，西南日本に超巨大地震が存在した可能性が高いこと，

通常の巨大地震よりもさらに大きな変異量をもった超巨大地震が１０００～２０

００年間隔で発生しているとみられることを発表している（甲Ａ１４７「西南日本

における超巨大地震の可能性）。 

   纐纈教授は，この古本氏の説をもって，「南海トラフの巨大地震の震源モデルを，
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完璧に科学的な最大モデルとするのは明らかに間違い」と指摘する（甲Ａ１４８）。 

   橋本学・京都大学防災研究所教授（南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性

に関する調査部会委員・副座長）も，「南海トラフで始まった破壊が，日向灘の構

造不均質を乗り越えて琉球海溝へ伝わる可能性は残る」「現在の科学的知見では，

内閣府（2011b）のような地震の発生可能性を排除することはできず，さらに琉球

海溝まで破壊が及ぶ，より大きい地震の発生可能性すら排除できない」（甲Ａ１４

２・１６２頁）と指摘している。 

   この東海～琉球海溝連動による超巨大地震は，「基準津波及び耐津波設計方針

に係る審査ガイド」（甲Ａ１５０・４頁）において，最大Ｍｗ９．６程度の地震とし

て参照すべき波源とされている南海トラフ～南西諸島海溝（甲Ａ１５３）よりも若

干小さい。規則の解釈別記２第４条５項二③でも，プレート間地震では世界で起

きた大規模な地震を踏まえて震源領域の設定を行うべきことが規定され，最大潜

在マグニチュードの評価はＳＳＧ－９の要請でもある。南海トラフ巨大地震の発

生が迫っており，その震源域に含まれる本件原発において，複数の専門家から指

摘され科学的に十分考えられるこの超巨大地震による地震動を想定しなくてよい

理由はない。 

 ４ セグメントの時間差連動 

   古村孝志・東京大学大学院情報学環境総合防災情報研究センター教授らの研究

発表によると，南海トラフでは，東海，東南海，南海地震の３つの地震セグメン

トを分けて活動を議論することが多いが，南海トラフ地震の連動発生の影響評価

では，３つのセグメントが数分から数十分の時間差で順番にズレ動く時間差連動

についても検討が必要である（甲Ａ１５１「東北地方太平洋沖地震を踏まえた，南海ト

ラフ地震の時間差連動による長周期地震動の再評価」）。 

   古村教授らによると，特に，名古屋や大阪など，３つの地震セグメントからほ

ぼ等しい距離にある平野では，時間差連動による２・３回の大揺れに加え，強い
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揺れの継続時間が２～３倍長くなる危険がある。そして，３つの地震セグメント

が数分の時間差で連動して発生した場合には，継続時間が２０～３０分以上に長

くなる。「東海・東南海・南海地震の連動性評価研究プロジェクト②連動性を考慮

した強震動・津波予測及び地震・津波被害予測研究（平成２０－２４年度）成果

報告書」（甲Ａ１５２・５８頁以下）にも同旨の記載がある。大連動は，揺れの増幅

よりも継続時間の増長に大きな影響を与える（甲Ａ１５２・６７頁）。 

 

【甲Ａ１５２・６０頁 

 下の波形では大阪で２０分以上の強震動が想定され，継続時間は約２倍になっている】 

 

   同じような想定をした場合，本件原発で強い揺れが３０分以上ということはな

いかもしれないが，セグメントがズレ動く時間差次第では１０分以上ということ

は十分考えられる。さらに前記琉球海溝までの連動を想定するならば，揺れの最

大継続時間は３０分を大きく越えるであろう。しかし債務者は，揺れの継続時間

を１０９．７秒としか評価していない（甲Ａ９７の１・１１５頁）。南海トラフ地
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震に限ってみると，下記加速度が最大と思われるケースの波形を見る限り，債務

者は強い揺れの継続時間を僅か１分程度と見ているようである。 

 

【甲Ａ１５３・平成２６年５月２３日付け資料１－３・７頁 

(陸側＋直下 SMGA追加ケース ＥＷ方向）】 

 

古村教授らは，「長時間の揺れは減衰の小さな建物に長時間にわたって共振を

起こし，材料疲労の蓄積など大きな影響を与えるものと考えられる。しかしなが

ら，応答スペクトルや震度は最大値により規定され，揺れの継続時間の問題はこ

こから読み取ることができないことに注意が必要である。さらに，時間差連動に

よる継続時間の長大化が平野部の液状化に及ぼす影響も検討が必要であろう。巨

大地震の発生とその時間差連動による長時間の地震動継続の問題は，たとえば震

動の累積エネルギーなど別の指標を用いて評価する必要がある」（甲Ａ１５１）と

警告を発しているが，債務者がセグメントのずれの時間差により強い揺れの継続

時間が長くなるケースを考慮した形跡はない。 

原発の基準地震動評価においても揺れの継続時間の評価は重要であり，規則の

解釈別記２第４条５項二④ⅰ）でも，地震の規模及び震源距離等に基づき地震動

の継続時間等を適切に考慮すべきことが定められている。これを過小評価してい

る本件原発は，金属疲労による耐震重要施設の損壊，排気塔や免震棟などの長周

期建造物の損壊，敷地の液状化などによって深刻な事態に至る可能性を否定でき

ない。 
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 ５ 断層モデルの不確かさの考慮の不十分さ 特にSPGAについて 

 断層モデルに基づく手法については，「各種の不確かさ（震源断層の長さ，地震

発生層の上端深さ・下端深さ，断層傾斜角，アスペリティの位置・大きさ，応力

降下量，破壊開始点等の不確かさ，並びにそれらに係る考え方及び解釈の違いに

よる不確かさ）」を考慮すべきことが，規則の解釈別記２第４条５項二⑤で定め

られている。ところが債務者は，内閣府検討会による断層モデル（Ｍ９．０）に

ＳＭＧＡ（強震動生成域）を敷地近傍に配置するケースのみを「不確かさの考慮」

としただけで，その他のケースを一切考慮していない。まるで内閣府検討会によ

る断層モデルを考慮すればそれ以外のケースを考慮する必要がないと言わんばか

りであるが，同モデルが科学的に最大のケースを考慮したとは言えないことは前

記３の通りであり，ＳＭＧＡの位置を動かしただけで規則が要請する不確かさの

考慮を行ったとは言えない。 

石橋克彦・神戸大学名誉教授は，推本と内閣府の報告は「いまだ十分とはいえ

ない知見のもとで仮定を重ねた部分も少なからずあり，あくまでも１つの目安な

いし試算」「最大クラスの地震でなくてもこの図（推計震度の最大値の分布図）の

震度以上に強く揺れる地域が生ずることがあり得る」「強震動・地殻変動・大余

震・続発大地震に起因しては，想定と同様か，それ以上の災害も起こりうる」（甲

Ｂ７３・１４８，１４６，１８３頁）等と述べ，巨視的な震源断層面の不確かさや分

岐断層，計算手法と地下構造モデルの不完全さといった問題を指摘している。少

なくとも，ＳＭＧＡの位置を一部変更しただけでは，十分な不確かさの考慮をし

本件原発にもたらす最大の揺れを想定したと言えないことは明らかである。 

また，一辺が数十ｋｍ程度のＳＭＧＡでは，最大加速度に大きな影響を与える

時間幅１～２秒程度の強震動パルスを再現するには，サイズが大き過ぎる。 

   港湾航空技術研究所のチームリーダー，野津厚氏らは，山田氏，入倉教授らと

ともに，東北地方太平洋沖地震等で実際に観測されている強震動パルスを説明す
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るためにはＳＭＧＡ内部によりコンパクトな領域を考える必要があるとして，Ｓ

ＰＧＡ（強震動パルス生成域）という概念を提唱している（甲Ａ１５４「海溝型巨

大地震における強震動パルスの生成とその生成域のスケーリング」，甲Ａ５９・６４頁「福島

第１原子力発電所周辺の強震動とＳＰＧＡの関係」，甲Ａ１５５「強震動パルスの生成に着目

した 2011 年東北地方太平洋沖地震の特性化震源モデル」）。これは従前，「スーパーアス

ペリティ」と呼ばれていたものと同じものである。野津氏らは，東北地方太平洋

沖地震を対象として，一辺が数ｋｍ程度の９つのＳＰＧＡを設定した震源モデル

を作成し，強震動シミュレーションを実施した結果，各地で実際に観測された強

震動，特に工学上重要性の高い０．２－２Ｈｚの帯域の速度波形（強震動パルス）

を精度良く再現できることを示している。この他，１９７８年宮城県沖地震，１

９６８年十勝沖地震，２００５年宮城県沖地震でも，ＳＰＧＡを用いた震源モデ

ルにより，強震動パルスが精度良く再現できることを確認している。 

   野津氏によると，東北地方太平洋沖地震では強いＳＰＧＡが仙台市から見ても

１５０ｋｍも沖合に配置されていたため，決して worst case scenarioではなか

った（甲Ａ１５６「福島第 1 原子力発電所周辺の強震動とＳＰＧＡの関係について」，甲Ａ

１５７「不況中の幸いであった東方地方太平洋沖地震の強震動生成過程から原子力発発電所

の耐震安全を考える」）。現代の地震学では強いＳＰＧＡの破壊が沖合で生じ陸域の

近傍で生じなかった理由を説明できないため，強いＳＰＧＡの破壊が陸域の近傍

で生じなかったのは不幸中の幸いと言うほかない。原子力発電所のように，一旦

事故が起これば国民生活全般を脅かしかねない重要施設の耐震性の検討のために，

大規模なプレート境界地震を対象として基準地震動を策定する場合においては，

強いＳＰＧＡの破壊が対象施設の近傍で生じるような条件を設定することが必要

である。 

基準地震動の策定の上では最新の科学的知見を踏まえるべきことは，規則にも

記載されているところである。南海トラフ地震について，強いＳＰＧＡが本件原
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発敷地直下ないし近傍にあることを想定しなければ，最大限の地震動を想定して

不確かさの考慮を行ったことにはならない。 

 ６ 距離減衰式に係る不確定性の考慮の欠如 

   債務者は，応答スペクトルに基づく手法につきＭｗ＝８．３と仮定して耐専式

を用いているが，Ｍｗは少なくとも９．０として評価しなければならないことは

前記２の通りである。 

耐専式の元データにはＭ７．０以下の地震しか含まれておらず（甲Ａ８６・３３

７頁），基準地震動審査ガイド 3.3.1（１）①１）（甲Ｃ１１７）に記載されている

通り，Ｍｗ９クラスのケースに耐専式を当てはめることが出来るのか検証されな

ければこれを地震動評価に用いるべきではない。 

仮に耐専式が使えるとしても，本件敷地の位置は震源域の北西端にある関係で，

Ｘｅｑが１３１ｋｍないし１２６ｋｍと，かなり大きく評価されてしまっており，

震源域の中に本件原発が含まれているにもかかわらず地震動が過小評価されてい

るように見受けられる。この点を補うためにも，断層最短距離によって地震動を

評価できる距離減衰式も適用すべきであるが，債務者にはそのような慎重さが欠

けている。 

また，耐専式にはプレート間地震でも標準偏差で倍半分程度のばらつきがある

のは前記第５・１(3)の通りである。Ｍｗ９．０以上の巨大地震は世界的にも稀で

あるが，これらのデータを含めて検討し，この点の不確定性を考慮した上で余裕

をもった応答スペクトルにしなければならない。距離減衰式におけるばらつきの

考慮はＳＳＧ－９の 7.1(4)(ⅳ)に，認識論的不確定性の考慮は同 5.12 にも記載

されている。しかし債務者はこの点の検討も怠っている。 

これらの結果，応答スペクトルに基づく手法により算出された地震動は著しい

過小評価となっている。 
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 ７ ハイブリッド合成法における誤差の考慮の欠如 

債務者は，断層モデルを用いた手法でハイブリッド合成法を使用しているが，

審査ガイド 3.3.3（２）②２）では，「伝播特性」「サイト特性」における各種の不

確かさの分析を適切に行うことを求めており，ハイブリッド合成法の誤差を考慮

しないのは当該審査ガイドに反する。 

既往の研究において，「統計的グリーン関数法（全パラメータ）のバラツキは（引

用者注：常用対数標準偏差）0.06~0.15 の範囲で分布しており，平均値は 0.09410

である」「差分法（引用者注：一般的な理論的手法の１つ）（全パラメータ）のバ

ラツキは，0.10~0.30 の範囲で分布し平均値は 0.18911となっている。これは統計

的グリーン関数法のバラツキよりも大きく，平均値が 2 倍程度，バラツキの値が

とりうる範囲も 2 倍程度となっている。」（甲Ａ１２９「強震動予測レシピに基づく予測

結果のバラツキ評価の検討」５３頁）と述べられている。 

Ｍ9 クラス地震の観測例は少ないとはいえ，ハイブリッド合成法のばらつきに

ついての定量的評価は不可能ではない。特に理論的手法のばらつきは標準偏差で

最大２倍程度の可能性が指摘されている以上，無視することは到底許されない。 

 ８ 基準地震動以外の影響―余震・誘発地震，誘発噴火 

   Ｍ９クラスの南海トラフ巨大地震が発生した場合，その影響は様々に波及し，

事故対応を著しく困難にすることが想定される。それらにつき，債務者が適切に

考慮できているとは思えない。 

   南海トラフ巨大地震が起きた場合，愛媛県でも広島県でも震度５から７の強い

揺れが発生し（甲Ａ１５８「市町村別最大震度」），東海地方から九州地方まで１０ｍ

を越えるような津波が襲うと想定されている。死者・行方不明者の数は最大で約

３２万３０００人，全壊する建物は２３８万６０００棟と予想されている（甲Ａ

１５９「被害想定の比較」）。東北地方太平洋沖地震をはるかに上回るような，我が

                                            
10 真数では「約１．１５～１．４１の範囲で分布し平均値は約１．２４」に相当 
11 真数では「約１．２６～２．００の範囲で分布し平均値は約１．５５」に相当 
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国の歴史上経験した事がないような甚大な被害が本件原発周辺地域に及ぶことに

なる。オフサイトがこのような状態となれば，南海トラフ地震を機に本件原発が

危機的状態に陥っても周囲からの支援が期待できない。家族の安否を気にして現

場を離れる原発作業員が続出することもあり得る。 

 また，次の地図は，「日本原子力学会標準原子力発電所に対する地震を起因とし

た確率論的リスク評価に関する実施基準：2015」（甲Ａ８６・２９５頁）に掲げ

られた東北地方太平洋沖地震後の誘発地震の発生状況である。強震断層域の近く

でもから１００ｋｍ以上離れた地域でも，地震発生確率は１００％程度上昇した

地域（下記地図の赤い部分）が見られる。本震から数日のうちに，長野・新潟県

境付近の地震（２０１１年３月１２日，Ｍ６．７）や秋田沖の地震（同日，Ｍ６．４），

静岡県東部の地震（同月１５日，Ｍ６．４）といった大きな誘発地震が発生した（甲

Ａ８６・３６頁）。最大余震はＭ７．７とされている。 

 
   南海トラフ地震においても，Ｍ９クラスの本震の後，大規模な余震や誘発地震

が頻繁に発生することは必至である。余震の度に事故対応が中断させられれば，
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福島原発事故がそうだったように，過酷事故対策が間に合わないままメルトダウ

ンを招くこともある。 

   特に懸念されるのが，本件原発直下での海洋プレート内地震が誘発されること

である。１８５４年には，東海地震，南海地震に引き続き，本件原発敷地近傍の

地域において，海洋プレート内地震である豊予海峡地震（Ｍ７．４）が発生して

いる。東北地方太平洋沖地震の後も，平成２３年４月７日，女川原発から約５０

ｋｍ沖合で，Ｍ７．１の海洋プレート内地震が発生した。南海トラフ巨大地震後

はこれよりもさらに大規模な海洋プレート内地震が本件原発敷地直下で発生して

もまったく不思議ではない。石橋克彦教授も，「本震では大事に至らなくても，１

８５４年のような直下の大余震が追い打ちをかけるかもしれない」と述べている

（甲Ｃ１２３・１９２頁）。 

さらには，藤井敏嗣東京大学名誉教授によると，Ｍ９以上の巨大地震は例外な

く火山噴火を誘発すると考えられている（甲Ａ１６０「噴火誘発」）。本件原発にとっ

て特に憂慮されるのが，九州に連なるカルデラからの巨大噴火である。九州のカ

ルデラで巨大噴火が起きれば，偏西風の影響で，債務者が想定する１５ｃｍを優

に超える火山灰が本件原発に積もる可能性がある。そうなった場合，極めて短時

間で全交流電源が喪失してしまうおそれさえもある。 

こういったＭ９クラスの巨大地震が誘発し本件原発を危機的状態に陥れる可能

性がある事象は，幾らでも考えられ，とてもすべてを列挙できない程である。し

かし近い将来の発生が懸念されるＭ９の震源域内で原子炉を稼働しようという原

子炉設置者であれば，こういった事象は本来，すべて列挙した上で，１つ１つに

ついて慎重な検討と十分な対策が練られているべきである。しかし債務者がその

ような検討等を行った様子はない。 
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第９ 海洋プレート内地震 

 １ 海洋プレート内地震も要注意 

   本件原発が所在する，安芸灘～伊予灘～豊後水道は，Ｍ７前後の海洋プレート

内地震が，最近４００年間で６回という，かなり高い頻度で発生してきた地域で

もある。地震調査研究推進本部地震調査委員会が平成１６年２月２７日に発表し

た「日向灘および南西諸島海溝周辺の地震活動の長期評価」（甲Ａ１６１・４，８，

１２，２３頁）によると，安芸灘～伊予灘～豊後水道のどこかで，Ｍ６．７～Ｍ７．

４の規模のプレート内地震が，今後３０年以内に４０％程度の確率で発生すると

されている。これは約１２年前に公表された予測であり，その後予測されたよう

な地震は発生していないことから，現在はこれよりさらに確率が上がっているは

ずである。南海トラフ地震に準じるような高確率である。 

   さらに注意すべきであるのは，本件原発の敷地近傍では最近４００年の間にＭ

７前後の海洋プレート内地震は発生しておらず，本件原発はこの規模の地震に係

る地震空白地帯に位置するということである（下図参照）。次の大規模海洋プレー

ト内地震が近い将来，本件原発直下ないしその近傍で起きても何ら不思議ではな

い。 
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【甲Ａ１６２「平成２６年３月１２日付け適合性審査資料 

伊方発電所 地震動評価 海洋プレート内地震（コメント回答）」１２頁】 

 ２ 最大マグニチュードは８．０と想定すべき 

地震調査研究推進本部は，以下のようにスラブ内地震について述べている（甲

Ａ９２「全国地震動予測地図２０１４年度版～全国の地震動ハザードを概観して～付録－１」

３８６頁）。 

 

「スラブ内地震については，周期特性がプレート境界地震と異なり短周期成分

が多いこと，応力降下量が高いことなどが知られ，プレート境界地震とは別に

取り扱う必要があると考えられる。しかしながら，プレート境界地震に比べる

と観測事例が少なく，これまでに得られたデータや知見が限られており，その

発生様式も十分には明らかにされていない。」 
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かかる記述からすると，スラブ内地震については認識論的不確実性がプレ―

ト間地震よりもさらに大きい上，短周期成分が多いことや，応力降下量が高い

ことから，原発に甚大な被害をもたらすおそれがあり，地震規模の想定につい

ても十分に余裕をもった慎重な配慮が求められるというべきである。 

然るに，前記長期評価のＭ６．７～Ｍ７．４という地震規模は，当該領域に

おける過去４００年ほどの歴史記録から導かれたものに過ぎない。年発生確率

が１万分の１以下という低頻度の大地震に備えなければならない本件原発の耐

震設計としては，Ｍ７．４の直下地震の想定では過小評価というべきである。 

地震調査研究推進本部作成の「全国地震動予測地図２０１４年版 付録―１」

（甲Ａ８６・１１９，１２０頁）によると，安芸灘～伊予灘～豊後水道の領域にお

ける，プレート内地震の最大マグニチュードは，長期評価を設定根拠として，

「８．０」となっている。推本の長期評価は我が国の地震予測でもっとも権威

があるものであることからすれば，これを否定してより小規模な地震を基本ケ

ースとすることは，認められるべきではない。 

 

本件原発が所在する領域の

海洋プレート内地震 

最大Ｍは８．０ 
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【甲Ａ９２・１１９頁】 

 

 

【甲Ａ９２・１２０頁】 

下記グーテンベルグ・リヒター（Ｇ－Ｒ）式のグラフは，推本が，本件原発

が所在する領域であるフィリピン海プレートＮｏ．３におけるＭ７．６以上の

地震の規模別発生頻度を求めるために作成したものである。〇は過去約 30年

間，×は過去約１３０年間の地震データであるため，特定の地震数の部分に

多くのデータが横並びになっているが，観測期間が長ければ実線上に並んでい

ることが想定される。このグラフを読み取ると，同領域におけるＭ８．０以上

のプレート内地震は，２０００年に１回程度発生すると見られる。２０００年

に１回程度の地震規模であれば，最大マグニチュードとして当然考慮されなけ

ればならない。 

Ｍ８．０の設定根拠は 

「長期評価」とされている 
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さらに，規則の解釈別記２第４条５項二③では，海洋プレート内地震に関し

ても，国内のみならず海外で起きた大規模な地震を踏まえるべきことが規定さ

れているところ，国内における観測史上最大のプレート内地震（ただし海洋プ

レート内地震は２０世紀以降の記録しかない。）は１９９４年の北海道東方沖地

震（Ｍ８．２）であり，１９１１年奄美大島近海の地震（Ｍ８．０）について

も海洋プレート内地震とする説が従前からの通説である（これをプレート間地

震とする説もあるが決着はついていない）。 

ＩＡＥＡの安全指針たるＳＳＧ－９（甲Ａ９６） 4.12 には，”For sites in 

intraplate settings, the largest observed earthquake may not be a good 

estimate of mmax .”（訳：プレート内領域のサイトにおいて，観測史上最大の

地震では，適切な最大マグニチュードの評価とは言えないだろう。）と規定され

ている。我々の地震観測期間は余りに短いため，低頻度で発生する巨大地震の

規模を想定する上でこれに依存してはならないことが規定されている。同指針

Ｍ８の発生頻度は

２000年 

に 1回程度 
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において“mmax”は“the maximum potential magnitude” （訳：最大潜在
．．

マ

グニチュード）と定義されていることは，このことの表れである。 

以上からすると，本件原発の基準地震動策定上，海洋プレート内地震のマグ

ニチュードは，少なくともＭ８．０を基本ケースとすべきである。 

 ３ 債務者の地震規模の評価は疑わしい 

   債務者は，海洋プレート内地震の地震規模につき，基本震源モデルでは既往最

大を考慮してＭ７．０，不確かさの考慮でＭ７．２，共役断層を考慮してＭ７．

４と評価している（甲Ａ９７の１・８７頁）。 

   長期評価において当該領域の既往最大の地震は１８５４年の豊予地震（Ｍ７．

４）とされていたにもかかわらず，債務者が既往最大をＭ７．０と主張するのは，

神田克久ほか「豊後水道近傍で発生した歴史的被害地震の地震規模」（2008）（甲

Ａ１６３）という論文において，点震源による方法及び震度インバージョン解析に

よって，地震規模がＭ７．０と推定されたからである。しかしこの論文は，７人

の共著者のうち４人までが債務者の従業員である上，残りの３人も原子力事業者

と縁が深い研究者であり，内容からしても，論文発表の４年前に出された前記長

期評価が本件原発の基準地震動の評価に影響を与えないよう，恣意的に作成され

たものであることが強く疑われる。豊予地震がＭ７．０であるという見解ないし

これを導くための手法についても，一般的な信頼性が高いものとは言い難い。 

この地震がＭ７．４なのかＭ７．０なのかは，地震学者らによる長期的な検証

を経なければ明らかにならないであろうが，原発では万が一を考えて耐震設計を

行わなければならない以上，現段階では，前記神田ほか（2008）によって，より

保守的な評価をもたらす推本のＭ８．０ないしＭ７．４という見解を否定すべき

ではない。 

   債務者が考慮した東方共益断層の応答スペクトルは申請時応答スペクトル（５

７０ガル）と一部周期帯でほぼ重なっている（甲Ａ９７の１・９０頁）ことからする
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と，基本ケースをＭ８．０とした場合はもとより，Ｍ７．４とした場合でも，債

務者が行ったものと同様の不確かさの考慮をすれば，基準地震動６５０ガルの応

答スペクトルを上回る可能性が高いと言える。 

 ４ 耐専式のばらつき等の考慮の欠如 

   債務者は，海洋プレート内地震につき，応答スペクトルに基づく地震動評価と

して，耐専式（Noda et al.(2002)）を用いているようである（甲Ａ９７の１・８８

頁）。 

   だがそもそも耐専式はＭ７．０までの地震を元データとした経験式であり，Ｍ

７．４ないし８．０といった規模の海洋プレート内地震への適用妥当性は確認さ

れていないと思われる。仮に適用できるとしても，債務者が補正係数に用いた本

件原発敷地周辺の１０の海洋プレート内地震は，耐専式の適用下限であるＭ５．

５を下回る規模の地震が半数を占めている上，深さの上限である６０ｋｍを超え

る地震も３つあり（甲Ａ８６・３３７，３３９頁参照），補正係数の妥当性も疑われ

る。さらに，債務者によると，これら補正係数を導くための元データの平均から

標準偏差（１σ）で倍半分以上のばらつきが認められる。このばらつきを考慮し

なくてもよい理由はない。 

 

 

標準偏差（１

σ）で倍半分

 

M5.5未満が半数 

６０km以深が３つ 
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【平成２７年３月２０日付け適合性審査資料（甲Ａ９７の１・８８頁）】 

 

   仮に２σ上方にばらつくことを前提に評価するならば，Ｍ７．４とした場合の

応答スペクトルは，基準地震動Ｓｓ－１Ｈ（６５０ガル）を上回ると考えられる。 

   プレート内地震についても，断層モデルにおける関係式等のばらつきの考慮の

欠如，認識論的・偶然的不確定性の考慮不足の問題はあるが，内陸地殻内地震や

プレート間地震について述べてきたところとほぼ重なるので，ここでは繰り返さ

ない。 

 

第１０ 基準地震動の年超過確率 

１ 日本地震学会での議論 

  (1) 浜田信生「原発の基準地震動と超過確率」 

    日本地震学会会員の浜田信生氏は上記の表題にて，２０１３年９月，「過去

１０年間に，基準地震動を上回る地震動が４つの地震で観測されたということ

になる」「それぞれの場所で１万年に１回以下の頻度でしか期待できない希有

の地震動が１０年間に４回も起きるとはいったいどういうことだろうか」等述

べて問題提起を行い，この文書は日本地震学会のニュースレターに掲載された

（甲Ａ１６４）。 

浜田氏は，長年気象庁に勤務して地震に携わってきた経歴があり，Ｋ－ＮＥ

ＴやＫｉＫ－ｎｅｔでの観測記録も参照しながら，「基準地震動の値が１万

年に１回以下の頻度でしか観測されない希な値とは筆者には思えない。実際

の超過確率はせいぜい１０００年から１００年に１回程度でしかないと思わ

れる」と述べた。そして特に，基準地震動の策定に関わった学会員には説明責

任があると呼びかけた。 

     浜田氏はこの文書を作成する直前まで独立行政法人原子力安全基盤機構（２
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０１４年に原子力規制庁に統合）に勤務しており（甲Ａ１６５），福島原発事故

後の原子力規制の内情を知る者でもある。その者が「実際の超過確率」は１０

倍から１００倍以上と言っているのであり，この問題提起の意味は重い。 

  (2) 泉谷恭男「浜田信生『原発の基準地震動と超過確率』に関連して考え

たこと」 

    信州大学工学部教授の泉谷恭男氏（地震学，地震工学）は，この問いかけを

受けて，基準地震動そのものについてより厳しい批判を行った（甲Ａ１６６）。泉谷氏

は，雨量についてはせいぜい１００年に１度の頻度の大雨の雨量の予測しか行われて

おらず（甲Ａ１６７），１万年に１回の雨量を予測するのは暴挙だと言った専門家の話

を引き，これとの対比で１万年に１回の地震動の予測は「乏しい数のデータから分布

関数を決定してその端っこの部分を使うという神業的な仕事」で「『科学』とはとて

も呼ぶことが出来ない」「そういうものを科学的に真か偽か論じることは不毛」と切

り捨てた。同じ自然現象である，地震と降雨のそれぞれの予測の背景を次の表（【基準

地震動の超過確率の推定と，百年雨量予測手法の対比】）のように対比しまとめてみると，同氏の主

張が説得力を持つことが分かる。
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【基準地震動の超過確率の推定と，百年雨量予測手法の対比】 

推定量 基準地震動の大きさの強震動が観測される

出現確率 
百年に一度の確率で期待される降水量 

基礎となる観測資料 機械式加速度計による観測は 1960 年代か

ら，精密な電磁式加速度計による観測は

1990年代以降，30年弱の歴史しかない，観

測点密度の時間的変化大 

50年以上の観測データが多数ヶ所で得られ，

長い所では百年以上の期間のデータがある。 

観測データの質 機械式，電磁式では加速度波形の品質に大

きな差がある。時間的，空間的にも波形の

品質の変化が大きい。 

雨量桝にたまった水の量を量るものであり，

測定原理，観測データの精度は長期間不変で

ある。 
学問の発展段階の違

い 
地震学は，地震の発生場所，発生日時，地

震の規模の予測については，いずれも大き

な地震が発生した後に緊急地震速報で警告

を発する他，余震の発生確率の予想など限

られた予測しか出来ない。現象の予測とい

う点ではまだまだ実用面で役に立つ段階に

は達していない。 

気象学は天気予報など実用の段階にあり，特

に最近の進歩はめざましく，直前に，帯状の

降水帯の位置や，５０年に一度の豪雨の可能

性まで予想されたことは報道された通りで

あり，実用的な予測が実現している。 

確率の推定手法 基準地震動の超過確率は，複雑なロジック

ツリーに色々 な回帰式，経験式が埋め込ま

れている。ロジックツリーの組み方に任意

性が含まれる上，途中に数多くの仮定と誤

差要因を含んだ複雑な算出方法になってお

り，確率の推定誤差が大きく信頼性も評価

が困難。 

百年に一度の雨量は，過去の雨量の頻度分布

から単純な統計則と最少の仮定を使った手

順で計算される。また用いる頻度の分布関数

の種類を変えても結果は大きく変わること

はなく推定結果は安定している。 

 

    泉谷氏は，「現在の原発審査の手続きでは，科学者が基準を決め，その基準

さえ満たしていれば原発は稼働可能ということになっている。事故が起きた場

合にはどんなに悲惨な災害が起きるかなどについて考慮されることはない」，

基準地震動を決めるというのは「国の政策との関連においてなされる仕事」で

あり，「自分たちにとって都合の良い予測値になるように恣意的にデータを選

んだり分布関数を選んだりするから，解析者（原発推進派か脱原発派か）が違

えば予測値が違うのは当たり前」と述べる。泉谷氏は平成２０年頃に「総合資

源エネルギー調査会原子力安全・保安部会」の委員を務めた経験があり（甲Ａ

１６８），事業者が恣意的に基準地震動を決めてきたことや規制当局がこれを抑

止できなかったことを知って，ほとんど公然と批判しているのである。 
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そして同氏は，基準地震動の決定には，科学者ばかりでなく色々な価値観を

持った人が開かれた公共空間で議論を行って「社会的判断」によって行われる

べきものであると主張した。 

  (3) 増田徹「基準地震動と超過確率と安全」 

    浜田氏及び泉谷氏の問題提起に対し，地質地震関係のコンサルティング業務

では最大手の企業として知られている応用地質株式会社の従業員であった増田

徹氏（地震学，地震工学）が，２０１４年１月の日本地震学会のニュースレタ

ーにコメントを寄せた（甲Ａ１７０）。増田氏は，基準地震動の策定にもっとも

深く関わった有識者の一人である。 

同氏は，基準地震動の策定手順や超過確率の計算方法に誤りはない旨を述べ

た。しかし一方で，明治以来日本では８０回余りの大地震による大きな被害が

あったことを挙げ，基準地震動を越える強震動が原子力発電所で観測される

ことはそれほど稀有ではなく，計算結果が間違っていなくともこれを超える

事実が観測されるのが「地震発生の自然」と述べている。基準地震動の定義に

照らすとこの説明は「基準地震動は，極めてまれではあるが稀有ではなく発

生する可能性がある強震動」となる。その上で「改めるべきは基準地震動と

超過確率を結びつけた方針そのもの」とも述べている。基準地震動を作った

張本人とも言えるような人物が，基準地震動と超過確率を結びつけることを否

定したのである。 

これらの意味深な言葉を敢えて解釈するならば，「基準地震動を越える地震

動の発生は，実際にはまれではないことは分かっていたが，世間向け（あるい

は脱原発派向け）に『極めてまれ』ということにしていた。定性的基準でしか

ないならばある程度誤魔化すことが出来た。しかし『超過確率』という定量的

な基準を持ち出すと，欧米の水準に合わせた数字にしなければならず，観測記

録によって早々に矛盾が露呈してしまう。だから基準地震動に『超過確率』を
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結びつけたことは間違いだった」ということだと思われる。 

     さらに増田氏は「揺れが基準地震動を超え，あるいは超えていなくとも，

施設に損傷が生じる可能性は否定されない」「地震学的知見は，観測記録の

解析からは評価地点に影響する地震の発生する時期と場所及び規模を正確に

予測することは困難であることを示している」と，責任逃れとも受け取れる

記述ではあるが，大飯判決とほぼ同じ趣旨のことを述べていることも特筆す

べき点である。 

  (4) 浜田信生「『原発の基準地震動と超過確率』に寄せられた意見につい

ての感想」 

   泉谷氏及び増田氏の前記意見に対し，さらに浜田信生氏は，２０１４年７月，

「『原発の基準地震動と超過確率』に寄せられた意見についての感想」という題

でコメントを公表している（甲Ａ１７１）。 

浜田氏は，泉谷氏の見解について，基準地震動や超過確率が科学ではなく「議

論する価値もない」と断定しているが，実際に基準地震動策定に関わっている

関係者の多くは，科学的と信じており，これを「すり替えて一般社会に説明し

てきた」ことは問題があると述べている。 

増田氏の見解については，「禅問答」とした上で，「超過確率と観測事実は両

立するというのは，計算上の超過確率と観測事実がもはや関係がないからとい

う意味では正しい。以上の文脈からすれば，『基準地震動を越える強震が観測さ

れることは，希有ではない』というのは，真の超過確率は１万年に１回のよう

な低いものではないということを主張していると解される」と皮肉を交えて論

評している。その上で，「浜田（2013）も泉谷(2013)も増田(2014)も，その表

現は異なるが，基準地震動の超過確率に関する精度や信頼性についての認識に

は，大差はない」との認識を述べている。つまり，原子力に関わってきた３人

の専門家全員が，基準地震動の超過確率の精度は極めて低く，まったく信頼で
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きないと認識しているということである。 

また増田氏が，基準地震動と超過確率は切り離すべきである旨主張したこと

に関連して，「基準地震動と計算上の超過確率を結びつけ，それを確率論的安

全評価や残余のリスク評価に用いることはもはや不可能」と断言し，現状では

安全評価を国際的な指針に合わせることは困難であるとの見通しを示した。 

  (5) 泉谷泰男「『日本地震学会の改革に向けて：行動計画2012』の社会的

意義」 

      泉谷氏は，２０１４年５月２１日の大飯判決や前記浜田（2013)，泉谷（2013)，

増田（2014) ，浜田（2014)などの議論を踏まえ，総括的なまとめとして「科

学的に曖昧な事柄に関してある基準を定めなければならないという問題は，科

学ではありながら科学だけでは解決できないトランスサイエンスの領域（例え

ば，川勝，2012）に属する問題で，多様な価値観を持つ人たちによって開か

れた場での議論を通じて解決されなければならない」「判決内容は社会的判断

であって，地震学者として立ち入るべき領域ではない。ただ，判決の翌日の朝

日新聞に掲載された東大地震研究所の纐纈一起教授の『地震動予測の精度は判

決が述べる程度のもの』というコメントが示しているように，今の地震学にお

ける等身大の知見に基づいて社会的判断がなされたという事実，それ自体につ

いては，高く評価すべきである」と所感を述べている（甲Ａ１７２）。 

  (6) その後の議論状況 

  その後，浜田信生氏の基準地震動と超過確率に関する問題提起について，

学会員からの反応はない。 

この現状について，浜田氏は債権者ら代理人に対し，「他の会員，特にこれ

まで原子力に関わってきた会員から反論がないのは，反論材料が見つからな

いということの他に，基準地震動の詳細な内容を理解していないので，反論

が出来ないということもあるのではと思います。つまり基準地震動とその超
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過確率は，そもそも地震学者の間で広く理解され，支持されてきたものでは

ないということです。」（甲Ａ１７２）と述べている。 

なお浜田氏は，平成２８年２月１０日に新聞社のインタビューに答え，

「（基準地震動の年超過確率は）もっともらしい数字で社会を欺いている」

とコメントしている（甲Ａ７３）。 

２ 基準地震動は信用できない 

   以上の議論を以下に改めて整理する。 

(1) 超過実績は想定の３００倍以上 

大飯判決は，１０年足らずの間に想定した地震動（基準地震動）を超える地

震が４サイト 5回にわたり到来した事実を重要な事実として認定した。 

     なお厳密には，平成２３年３月１１日には福島第二原子力発電所と東海第二

原子力発電所，同年４月７日には女川原子力発電所でも，各１度ずつ一部の周

期帯で基準地震動を超えているので，６サイト８回であるが，大飯判決等に合

わせて４サイト５回ということにする。 

     この超過事実には２００６年（平成１８年）に耐震設計審査指針が改訂され

る前の事実も含まれているが，基本的には基準地震動の形式は現在まで概ね踏

襲されており，超過確率は，それが算出されるようになった当時からほとんど

すべての原子炉で，１０－４～１０－５／年，場合によっては１０－６／年という

ことになっていた（甲Ａ１６４）ため，一括して評価することも十分可能である。 

また超過確率は炉年単位で表されるため，前記サイト単位での５回の超過回数

を原子炉の数に直すと，１８回になる。全国の商業用原子炉の数は福島第一原

発事故前は５０基であった（廃炉のものを除く）。 

     以上の前提で超過実績値を計算すると， ５０基の原子炉が約１０年間運用

されている間に，のべ１８基の原子炉で基準地震動を超過したので， 

     ５０（原子炉）×１０（年）／１８ ≒２７．８（炉年） 
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   となる。つまり１つの原子炉当たり，３０年弱に１回は超過する計算となり，

想定と３００倍から３０００倍以上も差異が生じていたということである。 

     １万年から１０万年（炉）に１回の想定が正しければ，我が国に原子炉５０

基が継続的に存在するとしても，基準地震動の超過は人が一生の間に１度お目

にかかることさえ相当希な事象となる。仮に超過確率が１０００年炉に 1回と

されていたとしても，２０年間で平均１基しか超過しない計算となるから，こ

れでも相当珍しい事象である。それが１０年で１８回もあるとなれば，偶然と

いうことは考えられない。基準地震動の設定自体が「極めてまれ」ではない，

誤ったものであったことは明らかである。 

     本件原発については，基準地震動は新指針策定後ないし福島原発事故後若干

引き上げられたため，今は３０年弱に１回ということはないのかもしれないが，

基準地震動の策定方法自体は新指針とほとんど変化はなく，基準地震動の絶対

値として若干引き上げられたたけで，全国の原発の中では相対的に低い水準に

とどまる。３００倍から３０００倍以上という実観測記録との差が，新規制基

準後の見直しによって解消されたということはあり得ない。浜田氏は１００年

から１０００年に１回程度の超過確率と述べているが，実観測記録を正しく踏

まえれば，本件原発の現在の基準地震動年超過確率は１００年に１回以上の頻

度という評価になっても不思議ではない。 

   (2) 地震学者の支持を得られていない 

    基準地震動は，新指針において，地震学及び地震工学的見地から「施設の

供用期間中に極めてまれではあるが発生する可能性がある」地震動として定

められていなければならないとされており（耐震設計審査指針「３．基本方

針」），とりわけその「超過確率」については，基準地震動の「極めてまれ」

という定義上本質的なものであって，純粋な地震学ないし地震統計学的な見

地から見解が示されるべきものである。 
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    この点，前記１の議論を行った浜田氏，泉谷氏及び増田氏は，全員，基準地

震動の超過確率は実際には１万年に 1回以下ではなく，それ以上の頻度で発生

することを認めている。 

   纐纈教授は，債権者ら代理人に対して以下のように述べている（甲Ａ７０）。 

 

   基準地震動の超過確率を考慮すれば，上記３（注：予め想定できない断層に

よる地震動）の問題は解決するとする議論が行われていると仄聞しています。

しかし，想定できない活断層や海溝型震源による地震動の確率を計算できるわ

けはありませんから，こうした議論は馬鹿げたことだと思います。現在，算出

されている超過確率には想定外の地震の影響は含まれていません。 

 

    纐纈氏が指摘する通り，「想定外の地震」を発生する確率は年超過確率の中に

含まれていいない。しかし，新潟県中越沖地震や東北地方太平洋沖地震等が発

生したことから明らかなように，「想定外の地震」の可能性は確実に存在する。

纐纈教授が述べる通り，「想定外を想定する」（甲Ａ７７）ことを目指さない限り，

年超過確率は意味のあるものにならない。 

    日本原子力学会で揺れの確率の算出などを手がけてきた高田毅士・東京大学

大学院教授（耐震工学）は，新聞社のインタビューで，以下のようにコメント

している（甲Ａ７３）。 

 

年超過確率の「１万分の１」は「１万年に１回」と説明されがちだが，違う。

不正確な説明をするから，現実と合わないと批判される。 

…各原発とも超過確率の算出仮定は非公表で判断しにくいが１万年に１回よ

り大きい場合も考えられる。算出法の改良が必要だろう。 
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    平成２４年（２０１２年）５月付の論文集「地震学の今を問う」（甲Ａ７８）

には，決定論的にも確率論的にも地震の予測は困難という趣旨の論文が幾つも

掲載されたとおり，多くの地震学者は，「施設の供用期間中に極めてまれでは

あるが発生する可能性がある」最大の地震動の大きさも，基準地震動の年超

過確率も，一般的に信頼するに足りる精度で算出することはできないと考え

ている。 

    年超過確率は地震学者から否定され，実際は１万年に１回よりも確率が高い

ことを指摘されているのであるから，改正原子力基本法上，基準地震動及び年

超過確率については根本的な見直しを要するというべきである。 

  (3) 観測記録が少なすぎる 

    泉谷氏，増田氏を始め多くの地震学者が異口同音に述べることは，１万年に

１回以下という低頻度の地震の規模や地震動の大きさを探る上で，数百年分の

地震記録や数十年分の地震動の観測記録では，余りに少な過ぎるということで

ある。 

この点，雑誌「科学」２０１２年６月号（甲Ｂ５３「地震の予測と対策：『想定』

をどのように活かすのか」）に掲載された纐纈教授の発言の通り，地震は複雑系

の問題で，実験もできない。仮に地震が複雑系ではなく，地震ないし地震動に

ついて単純で完全な法則性が明らかだとしたら，比較的短い観測期間で低頻度

の現象も予測することが出来るかもしれない。実験が可能な場合も同様であろ

う。しかし実際はそうではないため，低頻度の現象からコツコツとデータを集

積して少しずつ知見を進展させるしか方法がない。結果として学問としての成

熟度は低く，予測の精度はなかなか向上しない。 

   この「観測記録の短さ」の問題について，津波学者の首藤伸夫氏は，以下の

ように人体にたとえて述べる（甲Ｂ５９「原発と大津波 警告を葬った人々」４２頁）。 
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   地球の歴史をざっと５０億年と考えて，人間の５０年の人生に比較したとす

ると，地球にとって３０年というのは，人間にとっての１０秒ほどにすぎない。

地震の観測が詳しくなったここ３０年の期間なんてそんなものですよ。１０秒

の診察では，人間の病気は分からない。 

 

   泉谷氏は，「もしも科学的真理に近いと評価できるような１万年に１回以下

の基準地震動を得たければ，例えば１００万年間くらいの地震観測をしなけれ

ばならない」（甲Ａ１６６）と述べる。少なくとも３０年程度ではあまりに短い

ことは明白であり，そのことは，地震学者の間でも異論がないものと思われる。 

１万年に１回以下の巨大地震を合理的に予測することは現在の地震学では

不可能であり，基準地震動ないし基準地震動の超過確率は，まったく信用する

に値しない。 

(4) 恣意的な操作がされている 

        泉谷氏は，１万年に１回の地震動の予測は「乏しい数のデータから分布関数

を決定してその端っこの部分を使うという神業的な仕事」であり，「これは非

常に危ない」と述べる（甲Ａ１６６）。何が危ないかと言うと，「自分たちに

とって都合の良い予測値になるように恣意的にデータを選んだり分布関数を

選んだりするから，解析者（原発推進派か脱原発派か）が違えば予測値が違う」

ということだと述べる。泉谷氏は「総合資源エネルギー調査会原子力安全・保

安部会」の委員を務めていたことからすると，実務経験に基づいた言葉である

と考えられる。 

     超過確率は科学的根拠に基づいた合理的な算出が不可能であることが影響

し，恣意的な算出が比較的容易である。したがってこれを絶対に利害関係者に

行わせてはならず，中立公正な第三者が基準を作成し，算出しなくてはならな

いものである。 
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     ところが現在も使われている２００７年の基準は，原子力産業の利益共同 

団体である日本原子力学会が，電力会社の社員や大手建設会社の社員等の利害

関係者とともに，福島原発事故前に作成したものであり（甲Ａ１７５・ⅹⅰ，

ⅹⅱを見ると，「地震ＰＳＡ分科会」や「地震ハザード評価部会」の委員の多

くが電力関係会社やプラントメーカー，大手建設会社の社員等利害関係者で占

められている），電力会社と大手建設会社の利益優先で作られている。そのこ

とは，１０年足らずで５回もの超過事実を現に発生させていることからしても

明らかである。 

しかもこれに当てはめて数字を算出しているのは，当該原子力発電所の事業

者たる債務者自身である。初めから高い頻度を算出するはずもない。そして，

ＴＩという取り纏め役を誰が務めたのか，専門家ないし科学者集団を選定した

として誰を選んだのかを始め，誰がどのような手順で何を根拠に１０－４～１

０－６以下という数字を算出したのか，重要な部分はすべてブラック・ボック

スの中であり，透明性は極めて低い。本件原発では，債務者の資料上，距離減

衰式のばらつきの打ち切り範囲や，Ｇ－Ｒ則のｂ値も不明である。 

原子力規制委員会では規則の解釈別記２第４条５項４号②で「参照」扱いと

され，規制委員会でもほとんど踏み込んだ審査はなされていない。データや関

数の選出に，電気事業者の恣意が入り込むおそれが非常に大きく，実際に恣意

的に算出されていたからこそ，実事象との矛盾が表出しているのである。ＳＳ

Ｇ－９（甲Ａ９６）の 11.18-20 では，複数の専門家から構成されるピアレビ

ュー団によるピアレビューが行われるべきことが規定されているが，日本では

基準地震動評価の年超過確率についてまったくＩＡＥＡの基準を満たしてい

ない。 

       平成１５年以降，東京電力株式会社は自社に都合のいいように津波の発生

頻度を算定し，福島第一原発に想定を上回る高さの津波が到達する頻度は数
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千年分の１と見積もっていたことが大事故を招いた。事故後，ＪＮＥＳが事

故前の地震学的な情報に基づいて計算をし直したところ，約３３０年に１回

という結果になっている（甲Ｂ４「国会事故調」９１頁）。事故前の東京電力が

行ったことと同じことを債務者が本件原発における基準地震動の年超過確率

算定手続においても行っていると疑わざるを得ない。 

(5) 最新の知見の反映がない 

２００７年の原子力学会基準（甲Ａ１７５）は，２００７年３月の能登半島

地震，同年７月の中越沖地震，２０１１年３月の東北地方太平洋沖地震とい

った数々の「想定外」を生んだ基準であり，最新の観測記録や知見が反映さ

れたものでは無く，信頼性は失われている。「震源を特定せず策定する地震

動」において参照されている原子力安全基盤機構(2009)及び同(2005)も同様

である 

        日本原子力学会は，これら最新の知見を踏まえて，２００７年基準を見直

し，その結果は，「原子力発電所に対する地震を起因として確率論的リスク評

価に関する実施基準：２０１５」（甲Ａ８６）としてまとめられ，２０１４年

３月１９日から同年５月１８日まで，公衆審査（パブリックコメント手続）

に付されていた。 

     この点２０１５年基準（甲Ａ９６）は，中越沖地震や駿河湾の地震の反映と

して，サイト周辺の深部地下構造のモデル作成や浅部地下構造モデルの作成が

求められている（５６頁以下）。 

また，震源断層の位置，長さ，傾斜等の全体像が事前に把握されていない伏

在断層の特性に留意することを義務づけている（４３頁）。 

本件原発にとって明確に影響があるのは，２０１５年基準では東北地方太平

洋沖地震等巨大地震からの知見の反映について記載されていることである。特

に誘発地震の発生頻度や発生確率について，不確実さ要因としてロジックツリ
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ーの分岐と重みで扱う（甲Ａ８６・２９４頁）とされており，この点の反映は

必須である。 

さらには，距離減衰式の打ち切り範囲について，例として標準偏差の５倍ま

でという記載がされたのも変わった点であろう（甲Ａ２９・８６頁）。債務者

が適合性審査に提出した資料上，ばらつきの打ち切り範囲は明記されていない

ようだが，標準偏差の３倍までしか考慮していないと思われる。 

これら最新の知見を取り入れることは重要かつ十分に可能であるから，これ

を取り入れていないことは瑕疵と言うべきである。 

 

３ 超過確率の国際水準について 

  (1) 国際基準について 

    基準地震動の実際の年超過確率がどの程度なのかは，人格権侵害の具体的危

険性の有無を判断する上で重要な点であるが，福島第一原発事故後，原子力基

本法２条に確立された国際的な基準を踏まえて安全の確保を行うことが基本方

針と定められた以上，民事訴訟においても，国際基準に適合していると言える

かどうかを十分に考慮に入れなければならない。 

     ２００３年に国際原子力機構（ＩＡＥＡ）が発行した「原子力発電所の耐震

設計と認定」と題する安全指針（ＮＳ－Ｇ－１．６）では，設計基準の地震規

模として，発生頻度が１０－３ ～１０－４（平均），１０－４ ～１０－５（メジア

ン）と設定する考え方が示されている（甲Ａ１７６，１７７）。 

    ２０１１年の福島原発事故をきっかけに，欧州原子力規制者グループ（ＥＮ

ＳＲＥＧ）の主導および助言によってヨーロッパで実施された「ストレス・テ

スト」の報告書でも，ほとんどの国々が「10,000年に１回」以下を選んでい

る。 

     以上からすれば，基準地震動の年超過確率は，１０－４以下でなければ，原
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子力基本法が求める国際的な基準を踏まえているとは言えない。 

     しかし，日本のこれまでの超過実績は，前記２(1)の通り，３０年弱に１回

であった。これ程頻繁に設計基準地震動を超過している国はほかにない。５回

の超過事実のうち２００５年宮城県沖地震と２００７年能登半島地震がそれ

ぞれ原子力発電所にもたらした地震動は，現在の本件原発の基準地震動（Ｓｓ

１H６５０ガル）からすれば低いものだったことを踏まえても，本件原発の基

準地震動の年超過確率は，１００年に１回程度か，最大限債務者に有利に見積

もってもせいぜい１０００年に１回以下と言うべきである。 

     国際的な基準に合致していないことは明白であり，かかる観点からも差し止

めが認められるべきである。 

  (2) 低頻度の想定が甘い 

    次のグラフは，佐藤暁意見書分冊Ⅱ（甲Ａ６４の２・４０頁）に引用されている

アメリカ・テネシー州のワッツバー原子力発電所の一様ハザードスペクトル

（地震ハザード）に，本件原発の平均ハザード曲線（水平方向）を青線で重ね

て描いたものである。縦軸は年超過確率を示し，横軸は最大加速度を示してい

る。 
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    ここから分かることは，本件原発のハザード曲線は，１０－１から１０－２という

レベルではワッツバーのハザード曲線とそれなりに離れているものの，超過確率

が低い方に行けば行く程近接し，１０－４ではワッツバーの８５パーセンタイル 12

値を示す曲線を越え，１０－５では平均（Mean）やメジアン（最頻値）をも突破

してしまう。つまり，本件原発について債務者は，１万年に１回から１０万年に

１回の低頻度で発生する地震動は，ワッツバーとほぼ同じかそれ未満の大きさで

しかないと評価しているということである。 

    ここで気を付けなければならないのは，ワッツバーと本件原発とでは，過去の

記録上，立地地域において大地震が発生するリスクが顕著に異なるということで

ある。 

                                            
12 パーセンタイルとは，計算値の分布（ばらつき）を小さい数字から大きい数字に並べ変え，パ

ーセント表示することによって，小さい数字から大きな数字に並べ変えた計算値においてどこに

位置するのかを測定する単位。 
 例えば，計算値として 100 個ある場合，5 パーセンタイルであれば小さい数字から数えて 5 番

目に位置し，50 パーセンタイルであれば小さい数字から数えて 50 番目に位置し，95 パーセンタ

本件原発の平均ハザード 
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    次の図は，本件原発の周辺地域と，ワッツバーの周辺地域につき，日本の気象

庁とＵＳＧＳ（米国地質研究所）の各ホームページ 13における地震カタログに基

づいて，概ね最近４５年間の周辺の地震活動をプロットしたものである。震源の

色は深さ（赤は浅く，黄，緑，青は深い），点の大きさはマグニチュードの違いを

示す。 

これを見ると，マグニチュード４以上の地震が起こる頻度は，本件原発周辺と

ワッツバー原発周辺を比較すると２桁程度は異なることが分かる。 

                                                                                                                                       
イルであれば小さい方から数えて 95 番目に位置する。 
13 ＵＳＧＳ：http://earthquake.usgs.gov/earthquakes/search/ 
  気象庁：http://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/bulletin/hypo.html 
 

http://earthquake.usgs.gov/earthquakes/search/
http://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/bulletin/hypo.html
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【↑ 気象庁ホームページ 震源カタログより作成】 

 

ワッツバー原発 

  

 

伊方原発 
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【↑ ＵＳＧＳホームページ Search Earthquake Archives より作成】 

 

アメリカ合衆国の過去の地震のリストを見ると，テネシー州において過去数百

年の間に発生したそれなりの大きさの地震として確認できるのは，１９７３年の

ノックスビル地震（Ｍ４．６）だけ
．．

である（甲Ａ１７８）。ちなみにワッツバーとノ

ックスビルとは１００ｋｍ程度離れており，同地震がワッツバーの立地地域に揺

れをもたらしたとしても，震度１か２程度であったと思われる。テネシー州では，

Ｍ３．５未満の地震でもそれなりに大きなニュースになる（甲Ａ１７９）。 

一般的に，北アメリカ大陸中東部は古くからある安定した硬い地盤で，地質構

造は比較的単純であり，地殻変動が激しい日本の地盤に比べれば，地震動を増幅

させる特性は少ない。同じ規模の地震であれば，サイトにもたらされる揺れは日

本よりも小さくなるのが通常と考えられる。 

次の図は，ワッツバー原発周辺のテネシー州地質調査所 14のものである。ワッ

ツバー原発は，古生代のカンブリア紀（約５億年前）の硬い頁岩の分布する地域

に立地しており，周辺に活断層もほとんど認められない。 

                                            
14 https://www.tn.gov/environment/topic/geo-maps-and-publications 
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以上の通り，ワッツバーは，アメリカ東部の原子力発電所の中ではもっとも地

震のリスクが高いと思われるが，それでも本件原発とは，地震のリスクは比較に

ならない程低い。そうであるにもかかわらず，本件原発において，１年に１０－４

から１０－５という頻度（低頻度ではあるが原発の設計基準地震動策定の上では極

めて重要な頻度）で発生する地震動がワッツバーとほぼ同じかそれ以下というの

は，明らかに不合理である。 

    この事実は，泉谷氏が言う「乏しい数のデータから分布関数を決定してその端

っこの部分を使うという神業的な仕事」（甲Ａ１６６）を行う上で，債務者がいかに

恣意を働かせたかを物語っており，債務者が主張する基準地震動の超過確率はま

ったく信用するに値しない。 

   また米国の原子力発電所の地震ハザードは，ＮＲＣ（米国原子力規制委員会），

ＤＯＥ（米国エネルギー省），ＥＰＲＩ（米国電力研究所）による共作として，膨

大な地質調査や人工衛星を使って得たデータに基づく約３０００頁におよぶ報告
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書，ＮＵＲＥＧ－２１１５“Central and Eastern United States Seismic Source 

Characterization for Nuclear Facilities”（甲Ａ１８０）に基づいて震源特性を評価

し作成されている。手法の精緻さからしても日本の事業者の水準は米国の水準に

遠く及ばない。 

４ 債務者の超過確率算定手法の具体的問題 

   債務者が本件原発の基準地震動年超過確率を算出するために作成したロジッ

ク・ツリーは，基本的に，債務者が基準地震動策定の際に行った不確かさの考慮

に，発生確率と距離減衰式等のばらつきの考慮を加えたものに過ぎない。低頻度

の現象の確率を計算するための真摯さに著しく欠ける。地震を巡る自然の摂理と

は，地震学者が思いつく程単純な物理法則だけで支配されておらず（甲Ａ７８・９

１頁掲載 宮澤理稔「地震学のコンセンサス」），地震学者が予想していなかった事象が

次々と観測されるこの日本では，専門家が可能な限り「科学的想像力」（津波審査

ガイド 3.2(2)）を働かせなければ実際の超過確率に近いものを導くことはできな

いはずである。しかし債務者のロジックツリーの組み方はシンプルで重み付け

（Ｗ）も単純であり，「想定外に備える」（甲Ａ７７・纐纈一起氏）ことを考えて

真摯に専門家を活用したとは考え難い。 

   高田毅氏も指摘した通り（甲Ａ７３），債務者の年超過確率の算定経過はブラッ

ク・ボックスになっている部分が多いが，分かる範囲で主な問題を幾つか指摘す

る。 

 (1) 地震規模（マグニチュード）の不確定性の無視 

   債務者は，内陸地殻内地震の特定震源モデルにおいて，各断層の断層長に松田

式を当てはめて地震規模（マグニチュード）を算出し，このばらつきを一切考慮

していない。 

    南海地震の考えられる最大ケースは，内閣府検討会が掲げたモデルが起こり

うる最大のケースではないことは前記第８・３の通りである。ところが債務者
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は，地震動評価としてはＭ８．３に過ぎない内閣府検討会の最大ケースのほか，

Ｍ８～８．６までしか考慮してない。 

    さらに債務者は領域震源モデルにおいて，「震源を特定せず策定する地震動」

に当たる内陸地殻内地震と海洋プレート内地震を同一のロジックツリーで検討

しているようだが，これを同じロジックツリーとするのは検討の方法として粗雑

に過ぎる。そして最大マグニチュードについては，「地震調査研究推進本部

（2013）に基づく」ものに１／２の重み付けをした他，「既往最大に基づく」

ものにも１／２の重み付けをしている。「地震調査研究推進本部（2013）に基

づく」という方は内容が不明であるため批判はできないが，「既往最大に基づく」

方は神田ほか (2008) に基づいてＭ７．０としていると思われる。これが最大マ

グニチュードになり得ないことは前記第９の通りである。 

    ＳＳＧ－９においては，まずいかなる手法においても最大潜在マグニチュード

の評価をしなければならず，しかもこれについての不確定性の表示も要求されて

いる（4.12）。ところが債務者はそもそも最大潜在マグニチュードを評価してい

ない上，この不確定性を超過確率算定手続きにおいてすら考慮していないのは，

明らかに国際的な基準に反するというべきである。 

 (2) 断層モデルのばらつき，不確かさの無視 

    債務者はロジックツリーに断層モデルを取り入れているが，その評価はスケ

ーリング則に壇・他 (2011) （甲Ａ１０６）のみを採用している。基準地震動策

定の際には，Fujii＆Matsu’ura や入倉・三宅なども採用していたはずだが，超

過確率算定の際にはこれらを排除している。壇・他 (2011) では地震動を過小

評価してしまうおそれがあることは前記第６・２(1)の通りであるが，そのよう

な可能性を考慮する慎重さは欠落している。 

    断層モデルでは，アスペリティ深さを２ケース，破壊開始点を３ケース，短

周期レベルのばらつきを５ケース設定しているようだが，考慮するパターンが
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不足している。規則解釈別記２第４条５項二⑤では基準地震動策定過程に伴う

各種の不確かさとして，震源断層の長さ，地震発生層の上端深さ・下端深さ，

断層傾斜角，アスペリティの大きさ，応力降下量等の不確かさ，並びにそれら

に係る考え方及び解釈の違いによる不確かさを考慮するよう規定されているが，

債務者は超過確率の算定においても参照されるべきこの規定を無視している。 

(3) 距離減衰式のばらつきの過小評価 

    債務者は距離減衰式のばらつきとして，「０．５」にＷ＝１/２，「０．４」と

「０．６」にそれぞれ W=1/4 の重み付けをしている。この「０．４」ないし「０．

６」には何も単位が付されていないが，想像するに，自然対数標準偏差であろ

う。 

    前記第５・１(2) の通り，耐専式のばらつきは，自然対数標準偏差で，元デ

ータとは０．５３，異なるサイトとは約０．７ある。また Zhao et al.のばらつ

きは自然対数標準偏差で０．７２３である（甲Ａ１８１「準備書面(12)(2016

年 3 月 9 日付け)への反論」９頁）。債務者のばらつきの想定は何を根拠にして

いるのか不明だが，自然対数標準偏差の平均０．５というのは過小評価であろ

う。 

  (4) 地震発生確率の問題 

   債務者は，中央構造線断層帯による地震の発生確率につき，１３０ｋｍ連動ケ

ースと４８０ｋｍ連動ケースにおいて，最新活動時期を一律１６世紀として断

層の活動間隔は１０００年から２９００年としている。 

    全国地震動予測地図 2014 年版付録-１（甲Ａ９２・２２６頁）では，地表の証

拠からは活動の痕跡が認めにくい地震の発生確率が記載されているが，債務者

はこれを無視している。 
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第１１ まとめ  

  本件原発は，国内でも有数の活断層である中央構造線断層帯の近傍に位置する上，

南海トラフ巨大地震の震源域にも当たり，しかも海洋プレート内地震のリスクも高

いことをこれまで縷々述べてきた。ここまで地震のリスクがある原発であれば，立

地不適とするのが，立地審査の本来の姿であろう。 

  ところが債務者は，本件原発の再稼働をあきらめないどころか，審査ガイドを無

視し，国際基準を無視し，専門家や推本の見解も無視し，種々の手法を駆使して地

震動を著しく過小評価した。その結果，全国の原発の中でも最低クラスである６５

０ガルという驚くべき評価で適合性審査を通過した。担当者は素晴らしい業績をあ

げたと社内で賞賛されたかもしれないが，周辺住民の安全性は軽んじられてしまっ

た。規制委員会は何の正当な理由もなく立地審査を停止し，地震動の議論は専門性

が高いため事業者に太刀打ち出来ず，未だに事業者の「虜」のままである。 

 日本はいつどこでどのような地震が発生するのか分からない国である。だからこ

そ原子炉設置者は，地震について根拠のある予測や想定に対しては常に謙虚でなけ

ればならない。地震考古学者の寒川旭氏は，１６世紀の豊後地震と状況が似ている

ことから，平成２８年熊本地震から波及して近い将来中央構造線沿いのどこで地震

がおきてもおかしくないと話す（甲Ａ１８２ ２０１６年４月１８日付け福島民友）。本

件原発を稼働したその日に大地震が発生する可能性もある。債務者にはそのような

想像力と謙虚さが著しく欠けている。 

日本の原子炉が地震について何度も「想定外」を経験しながら，福島第一原発１

号機以外で地震動のために重大事故を発生させたと言える原子炉がないことは，む

しろ幸運というべきであろう。今度こそ本当に認識を改めなければ，本件原発で第

二の原発震災が起きてしまう可能性は，決して低くはない。 

 御庁には本件原発の再稼働を差し止める裁判を望む。 
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